
別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 4 0 1 0 2 0 1 3 0 2 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？
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平成26年度 平成27年度 目標年度

0
5

健診受診者数

健診回数

乳幼児数

健診の受診率・未受診者把握率

精密検査受診率
生活習慣病の疾病率（内分泌、栄養及び代謝、循環器系の疾患）

1年前より健康だと感じている市民の割合

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

＜３～４ヶ月健診・３歳児健診＞母子保健法に基づき、平成９年より
保健所から移管されたことにより実施
＜１歳６ヶ月健診＞母子保健法に基づき、昭和５２年より実施

子どもが心身ともに健やかに育つために、めざましい発育・発達過程の乳幼児期に定期的に健診を行い、疾病や異
常の早期発見や発育・発達段階に応じた支援を実施する。
各健診ごとに、年間２４回実施する。
対象者を電算で打ち出し、個別に通知。来所者に内科健診（乳児・１歳６ヶ月・３歳）・歯科健診（１歳６ヶ月・２歳・３
歳）・乳幼児歯科相談・視力検査（３歳）個別相談（育児・栄養・心理・産婦）必要に応じて精密検査受診票の発行を
行う。
健診終了後、当日の診察結果・アンケート結果をシステムに入力
健診未受診者に業務担当が郵送で勧奨通知を出し、勧奨通知後も未受診の場合は業務担当が電話連絡。電話連
絡ができない場合は地区担当が訪問し状況を把握する。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

5 5 5
1,539 1,539 1,539

0

0

時間

0
0

0
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千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成23年度
（決算）

2003

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

2033

3

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
母子保健法法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

平成26年度と同様

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00930930930
08,237

０歳から就学前の子どもとその保護者

2033

9,1679,1679,167

620 620 620

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

乳幼児健診事業

％

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000

疾病・異常・養育不安の早期発見・早期対応ができる。

95 96 96

・乳幼児健診において南多摩保健所方式の虐待予防スクリーニングシステムによる子育てアンケートの実施
・未受診者フォロー事業を充実

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています
●市民がより健康になっています　●市民が適切な医療を受けられています

3928 3947 3943
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（決算）（Ａ）

9,1679,167 9,167 08,237

1,245

301

00001,546

83% 100% 100% 100% #DIV/0!
0-8,237-9,167-9,167-7,621

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

母子保健法により市で行う事業と規定されている。
市が行うべき虐待の予防・発達障害への養育支援の早期介入は健診との連動が不可欠。
健診業務を医師会などに委託すると、健診後のフォローにつなげることが困難となり、市民が早期支援を受け
る機会がなくなり、健康づくりの推進が阻害される。
市が健診業務を行うことで、市内全ての乳幼児の身体面・心理面の健康づくりの推進ができる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

１歳６ヶ月健診・３歳児健診については、受診率向上のため未受診者フォローをさらに充実する。
乳児健診後の産後うつ対応の心理相談を健診と別日に設けているが、同日実施することにより対象者が利用
しやすくなり成果向上を期待できる。休日の健診が望まれているが、その体制づくりは難しい。
要フォローの母子の早期発見のため、乳児健診時に平成２０年度より子育てアンケートを実施している。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

・健診未受診者へのフォロー充実・子育てアンケート実施のために看護師・保健師への個人委託を必要とするが、資格職の人員確保が容易ではな
い。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業費のほとんどが委託料であるため削減余地がない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

母親の孤立化による育児不安が増えたことや、児童虐待防止法の制定
により、健診において自治体の担う役割は大きくなっている。
平成２０年度からは子育てアンケートを全面導入し、要支援者の早期発
見・早期支援が可能となり、また職員・スタッフが虐待予防の視点を持つ
ことでスキルアップを図ることができた。業務担当・地区担当・心理相談
員による母親支援や未受診者の把握の充実を図り、子どもの健やかな
発育を促していく。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

母子保健法１２条および同法１３条の規定で定められているので、受益者負担の余地はない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

・健診後の入力業務は職員ではなく、派遣業者に依頼できる。
・未受診者への電話連絡は業務担当ではなく、委託専門職と連携しながら行うことで実施可能。
但し、事業費は増となる。未受診者フォロー・子育てアンケート実施は職員保健師による個別面談や訪問など
の継続支援が必要となるため人件費は増となる。

虐待や発達障害への支援は健診と連動しながら、保護者への丁寧な継続支援が必要となるため他に手段が
ない

×

無料で全数に実施している健診が廃止・休止されると、子どもの疾病・異常や養育不安の早期発見・早期対
応が不可能となり、子どもがより健康になり適切な医療につなぐ機会がなくなるため廃止・休止による影響は
多大である

○

うち委託料

・１歳６ヶ月・３歳児健診の未受診の把握をすすめる。
・虐待予防・発達障害のグレーゾーンへの支援の充実を図るため、心理相談員による相談を乳児健診同日に実
施する。
・子育てアンケートを全面導入し、要支援の母子を早期に発見し対応する。

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 4 0 1 0 2 0 1 3 0 2 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

妊産婦の栄養強化、乳幼児の健全な発育を妨げ健康づくりの推進に繋がらない。

○

うち委託料

向
上

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

申請の際、市・都民税非課税証明書及び生活保護受給証明書添付のうえ支給。個人情報取り扱いを要する
ため正職員の対応が適切である。

母子保健法に基づく実施のため、他に変わる事業はない

×
維
持

低
下

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

扶助という観点から所得制限を設け、厳正に審査している。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第１４条を根拠に行っている事業であるため、法改正があった場合に見直し・廃止の必要性がある。また事
業の扶助という性格から、市の財政状況に応じて対象者・内容を見直す可能性があると考える。

対象者・内容共に妥当であると考える。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

牛乳、粉ミルクともに単価契約されている。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

母子保健法に基づく実施である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

妊娠届時配布の母子バックにて全員に周知しているため向上余地はない

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

0-798-681-605-569

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!

0798681605569

人

人

（決算）（Ａ）

0
0

18110569

0

0298

6065 24 45 72

17 5 8 11 14

活保護受給世帯.中国残留邦人等支援給付受給世帯、所得税非課税世帯.市都民
税非課税世帯の妊産婦（妊娠5か月から産後3か月までの9か月間）及び乳児（満4か
月から12か月の9か月間）　　計　18か月

申請に基づき審査後、支給該当者に粉ミルク（月/1缶）又牛乳（1日/1本）を支給。

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています
●市民がより健康になっています

69 105 181 298
00000

母子栄養強化事業

％

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

00
0500

生活保護受給世帯.中国残留邦人等支援給付受給世帯、所得税非課税世帯.市都民税非課税世
帯の妊産婦（妊娠5か月から産後3か月までの9か月間）及び乳児（満4か月から12か月の9か月間）
計　18か月

11 14

500500500
0
0

000

平成２６年度と同様

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第１４条、国立市母子栄養食品支給要綱法令根拠

健康増進課

堀江　祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

8

平成25年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成23年度
（決算）

17 5

項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

時間

人

千円

時間

人

00

0

000

0500500500500

100時間

-76
0

0
0
76

1 1 1
100 100 100

0

76

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第１４条の規定に基づき.妊産婦又は乳児に対して.栄養の摂取につき必要
な援助をする。母子手帳交付時に＜母子栄養食品支給申請について＞のお知らせ配布。申請に基づき審査。該
当者に粉ミルク（月/1缶）又は牛乳（1日/1本）の支給。扶助費。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

牛乳又は粉ミルクの受給者数

申請者数

受給者延数

生活習慣病の疾病率

1年前より健康だと感じている市民の割合

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
1

0
0
0
76

0
0
0

0
0
0

0
0
0
0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
4 1 2 0 1 3 0 4 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

1 現状把握の部（ＰＬＡＮ）（ＤＯ）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
うけられていま ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0

469

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0

受理数

受理数

認定者数

１年前より健康だと感じている市民の割合

医療体制・内容に安心している市民の割合

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

＊対象疾病（①気管支ぜん息②慢性気管支炎③ぜん息性気管支炎④肺気しゅ）に係る申請書等受理(新規・更新・
変更等)
*東京都「認定審査会」に間に合うように、申請書類等をチェックし、新規・更新の申請書にそれぞれ整理番号（市町
村コード：国立は38及び付番）を申請書に記入し、申請者ごとに申請書、主治医診療報告書、住民票、保険証のコ
ピー等をクリップ止めして東京都（保健所）へ送付
＊申請書等必要書類を東京都へ必要部数送付依頼
＊平成20年8月1日より気管支ぜん息の対象年齢制限が18歳までから全年齢へと拡大したが、5年後見直しをするこ
ととなっていたことから、東京都は見直しを行い制度改正し、平成27年4月1日より新規申請の対象年齢は18歳未満
となった。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

0

0

時間

469
469

0
0
0

11
00000

0200200

11

0

100 100 100 100
200200

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

（決算）
平成23年度
（決算）

497

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円 410 389 858 306

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江　祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

468

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款 大気汚染に係る健康障害者に対する医療費の助成に
関する条例（及び施行規則）

法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

平成26年度と同様。ただし、東京都の制度改正により平成27年度から新規申請は18歳未満対象。

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
0200

申請者

559 361

200200200

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

15.2%

延べ業務時間

大気汚染健康障害医療費助成事務

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000

機能の維持・各福を図る。

申請書受理確認及び東京都（保健所）へ書類等送付

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●市民がより健康になっています
●市民が適切な医療を受けられています

497 468 559 361

497 468 559 361

13.9%

0

000

0

00

0

（決算）（Ａ）

✔

70.5% 72.6%

200200 200 0200

0306858389410

-105% -95% -329% -53% #DIV/0!
0106658189210

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

市税の支出はなし。また、申請受理等は市で行い、助成は都で行うのは妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

身近な場所で申請ができているので向上余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

この事業は、都制度で実施しており、都が見直し・廃止すれば、市も見直し・廃止となる。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業費なし。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

円滑な事務手続きができているので、達成できている。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

助成により維持管理に繋がり救済ができている。また、市民の健康づくりの推進に結びつく。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

最低限で行っているため。（事務担当１人）

×

特になし。

市民の健康維持に繋がっているので、廃止する理由がない。

うち委託料

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 4 0 1 0 2 0 1 3 0 2 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
562
281

0
0
0
0

439

0
0
0

1,562

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
2

申請受理件数

対象者数

養育医療受給者数

医療体制・内容に安心している市民の割合

1年前より健康だと感じている市民の割合

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成２５年度に東京都から事務移譲された。医師が入院養育を必要と認めた未熟児（母子保健法第6条第6項に規定する）等が、速やかに適切な医療を受けら
れるよう医療費の助成を行う。
（事務手順）養育医療申請者への説明および申請書類配布→申請受理手続き→申請内容確認→医療券発行→各
保険組合へ市負担分支払い事務→国立市こども医療費助成による相殺処理→国・東京都負担金申請・実績報告
事務

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

2 2
30 30

0

1,562

時間

-280
1,282

0
0

1,562

30

01501501500

000

0

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成23年度
（決算）

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円 182 463 429

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江　祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

4

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第１４条、国立市母子保健法施行細則法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

平成２６年度と同様

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
0150

申請者及び入院による養育を必要とする新生児

8 7

1501500

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

3

養育医療費助成事務

％

3 3
人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

03330
961 2,523 2,032

医療費負担等の経済的不安を軽減し、適切な医療を受けられる環境を整える。

東京都からの事務移譲により、市が実施主体として事業展開を図った。
養育医療申請者への説明および申請書類配布→申請受理手続き→申請内容確認→医療券発行→各保険組合へ市負担分支払い事務→国立市こども医療費助成による相殺処理→
国・東京都負担金申請・実績報告事務

●市民が適切な医療を受けられています。
●市民がより健康になっています

4 8 7

4 8 7

0

2,5239610

0

02,032

0

人

人

（決算）（Ａ）

1,1140 2,676 02,185

363 925 859

236 675 314

01,6022,0637810

#DIV/0! 30% 23% 27% #DIV/0!
0-583-613-3330

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

都の移譲事務

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

母子保健法を根拠に行っている事業であるため、法改正があった場合に見直し・廃止の必要性がある。

国立市こども医療費助成の制度で市民の自己負担分を相殺(公金振替)するため、市民の医療費窓口負担(保険適用部分)が0円になることは、マル乳で医療を受けた場
合と変わらない。また、養育医療を申請するには、医師の診断書や世帯員の所得証明書を準備することが必要であり、児が入院中の保護者に金銭的・事務手続き等の
負担をかけてしまう。制度としては養育医療が優先であり、申請してもらうことにより市の歳出は抑えられるが、申請しなければ得られない利点が保護者側にない。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

負担割合は定められている。(国1/2、都1/4、市1/4)

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

対象者は定められている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

ハイリスクの児を持つ保護者の申請であるため、職員対応は必要。

都の移譲事務

×

申請の機会は確保されるべきであると考える。

○

うち委託料

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 4 0 1 0 2 0 1 3 0 2 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
6

低出生体重児届け出数

未熟児訪問数

低出生体重児数

未熟児把握数

未熟児訪問実施率

1年前より健康だと感じている市民の割合

医療体制・内容に安心している市民の割合

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成17年度より東京都より事務委譲された。低出生体重児が出生したとき、その保護者は届け出（出生通知票等にて）をし、保健師または助産師による訪問の
実施
（手順）低出生体重児出生届け受理→保健師または助産師電話訪問→保健師または助産師訪問→実施報告書作
成→東京都交付金事務

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

6 6 6
8 8 8

0

0

時間

0
0

0
0
0

8

040404040

000

0

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成23年度
（決算）

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
母子保健法法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

前年度同様

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
040

低出生体重児およびその保護者

404040

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

低出生体重児の届出受理及び未熟児訪問指導事業

％

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000

疾病・異常・養育不安の早期発見・早期対応できる（子育ての不安をやわらげ、育児
に自信をもつことができる。）

低出生体重児届出受理および未熟児訪問の実施(新生児の健康状態を確認し、具体的な育児方法を助言する）
東京都からの事務移譲により、平成25年度から市が実施主体として事業展開を図る。

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●市民がより健康になっています
●市民が適切な医療を受けられています

0

000

0

00

0

人

人

人

％

（決算）（Ａ）

✔

4040 40 040

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!
0-40-40-40-40

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

東京都より事務委譲され、より身近な市がサービス提供できることは、市民サービスの向上につながる

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

里帰り中や転出を除いては、全て未熟児訪問を実施している

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業費はほとんどなし

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

低出生体重児の件数が年々増加している。その対象者に未熟児訪問と
して家庭訪問を実施しているが、入院期間が長い為、一度も訪問できず
に転出されることもある。適切な支援を行うために入院期間中であっても
フォローができるとサービスの向上につながるように思う。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

母子保健に基づくフォローの必要な対象支援事業の為公平・公正である

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

低出生体重児については継続した支援が必要であるため担当職員の実施は不可欠

母子保健の視点での取り組みは他にない

×

継続支援の必要な低出生体重児の家庭に訪問できなくなるので影響あり

うち委託料

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 4 0 1 0 1 0 1 3 0 2 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
2

実施回数

母子保健関係機関数

参加機関数

生活習慣病の疾病率（内分泌、栄養及び代謝、循環器系の疾患）

1年前より健康だと感じている市民の割合

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成10年度より東京都多摩立川保健所の協力を得て開催。市内に
障害児療育施設がない現状から関係機関のネットワークの構築と資
質の向上
を目的に開始に至った。

母子保健にかかわる問題等を関係機関で共有し連携を図ることで、互いの連携の強化と資質の向上に努める。
（手順）会議の企画→関係機関に通知→会議開催→会議記録等の作成

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

2 2 2
42 42 42

0

0

時間

0
0

0
0
0

42

0210210210210

000

0

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

回

（決算）
平成23年度
（決算）

1

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

1

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

平成26年度をと同様１回/年開催予定。

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
0210

母子保健関連機関

1 1

210210210

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

母子保健連携会議

％

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000

母子保健に関わる問題等を共有し連携を図ることができる

テーマ：発達障害児についての取り組み　関係機関からの活動報告

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています
●市民がより健康になっています　●市民が適切な医療を受けられています

60 60 60 60

0

000

0

00

0

箇所

箇所

（決算）（Ａ）

210210 210 0210

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!
0-210-210-210-210

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

母子保健法に基づく母子保健事業は市が実施すべきであり、関係機関との連携会議も事業の一つと考える
ため

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

参加機関数・内容等成果向上を図ることができる

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

効果的な会議にするためアドバイザー等が必要で削減できない

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

母子保健に関わる連携会議なので公平公正である

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

効果的な会議にするためアドバイザー等が必要で削減できない

市内関係機関を対象にした会議が始まれば連携可能

×

現段階では、廃止・休止すると効果的な母子保健事業ができなくなる

○

うち委託料

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 4 0 1 0 2 0 1 3 0 3 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

廃止・休止することは、感染の恐れのある疾病の発生につながり、市民の健康に影響が及ぶ。

○

うち委託料

市民が適切な時期に、必要な予防接種が受けられるような情報提供や環境づくりを行う。 向
上

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

個別通知の発送準備作業、データ入力及び実績集計の一部において、正職員以外（臨時職員）が業務を
行っており、これ以上の削減は難しい。

感染の恐れのある疾病の発生及びまん延を予防する効果的な手段は、予防接種以外に考えにくい。

×
維
持

低
下

麻しん風しん予防接種（第Ⅱ期）の接種率向上のため、市内の公私立保
育園・幼稚園及び小・中学校に通う児童の保護者への接種勧奨の依頼
をし、若干の接種率向上が図られた。保育園・幼稚園に通う児童の保護
者に対し、引き続き接種率向上のため、より効果的なＰＲをしていく必要
がある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

法律で定められた対象年齢に実施しており、公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

接種率向上のためには削減できない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

予防接種をすることで、感染の恐れのある疾病の発生及びまん延の予防につながる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

接種率向上のため、ＰＲの回数・方法など検討に余地あり。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

0-129,416-120,081-112,457-130,991

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!

127,913

0129,416

118,578

120,081112,457130,991

人

人

（決算）（Ａ）

129,491 110,954

0
0

000

0

00

13464 16853 18102

感染の恐れのある疾病の発生及びまん延を予防する。

379 376 346 346

対象者への個別通知及び市報等による周知。
実績などの集計及び委託料の経理。
電話での相談。　実施医療機関との連絡調整。

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています　　●市民がより健康になっています　　●市民が適切な医療を受けられています

03330

子どもに対する法定予防接種事業

％

3 3
人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

3

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

00
01,500

対象児童に対し下記予防接種を実施。
○ＢＣＧ　○三種混合ＤＰＴ　○二種混合ＤＴ　　○麻しん風しん　　○日本脳炎　○不活化ポリオ
○四種混合　○Ｈｉｂ（ヒブ)   ○小児の肺炎球菌   ○子宮頸がん（ヒトパピローマウイルス)　○水痘

12627 13381

1,5001,5001,500
0
0

000

平成２６年度と同様

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第１４条、国立市母子保健法施行細則法令根拠

健康増進課

堀江　祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

11945

平成25年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成23年度
（決算）

10048

項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

時間

人

千円

時間

人

00

0

000

01,5001,5001,5001,500

300時間

-7,624
0

7,624
0
0

2 2 2
300 300 300

0

7,624

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

平成２６年１０月から水痘（水ぼうそう）が定期予防接種となった。＜勧奨個別接種＞：ＢＣＧ・三種混合ＤＰＴ・二種混合ＤＴ、麻しん風しん、日本脳炎、不活化ポリオ、四種混合ＤＰＴ
－ＩＰＶ、Ｈｉｂ（ヒブ）、小児の肺炎球菌、子宮頸がん（ヒトパピローマウィルス）、水痘（水ぼうそう）
対象者に個別通知後、実施医療機関（国立市医師会会員及び府中市医師会会員、東京都11市予防接種対策協
議会加盟市医師会会員：ＢＣＧは国立市医師会会員のみ）にて接種を実施する。
平成26年10月から水痘（水ぼうそう）が定期予防接種となった。
平成２５年６月14日、子宮頸がん（ヒトパピローマウィルス）予防接種が接種後の副反応等の問題から積極的勧奨差
し控えており、現在も副反応検討部会で検討中。

<その他＞：被接種者のデータ入力事務。実績等の集計及び委託料の経理。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

予防接種受診者数　

実施医療機関数

対象者数

予防接種率

医療体制・内容に安心している市民の割合

1年前より健康だと感じている市民の割合

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
2

0
0
0
0

0
0
0

0
0
0

0
0
0
0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 4 0 1 0 2 0 1 3 0 3 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
2

予防接種受診者数　（インフルエンザ）

予防接種受診者数（高齢者肺炎球菌）

65歳以上の市民（インフルエンザ）
６５歳から１００歳までの５歳刻みの年齢で初接種の市民（肺炎球菌）

接種率

医療体制・内容に安心している市民の割合

1年前より健康だと感じている市民の割合

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成２６年１０月から高齢者に対する肺炎球菌予防接種が定期化さ
れた。

A　インフルエンザの予防のため、６５歳以上の者及び６０歳以上６５歳未満の者で心臓、腎臓若しくは呼吸器の機能
又はヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能に障害を有する者(身体障害者手帳１級所有者)を対象とした事業。勧
奨はがき、市報及びﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞにより市民に周知→指定医療機関で接種→委託料の経理及び実績の集計等
B　肺炎の原因の１つである肺炎球菌の感染予防のため、６５歳から１００歳までの５歳刻みの年齢の者及び６０歳以
上６５歳未満の者で心臓、腎臓若しくは呼吸器の機能又はヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能に障害を有する
者(身体障害者手帳１級所有者)で本予防接種を初めて接種する市民を対象とした事業。対象者への勧奨はがきの
送付、市報及びﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞにより周知→接種希望者は市へ申込→接種歴を確認の上予診票を送付→指定医療機
関で接種→委託料の経理及び接種歴入力等
どちらの予防接種も、生活保護受給者及び中国残留邦人等支援給付受給者は接種費用全額免除

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

3125

2 2 2
200 200 200

0

5,949

時間

-5,949
0

5,949
0
0

200

01,0001,0001,0001,000

000

0

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成23年度
（決算）

7092

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江　祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

7256

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第１４条、国立市母子保健法施行細則法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

平成２６年度と同様

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
01,000

A　インフルエンザ　65歳以上(一部60歳～64歳)の市民
B　高齢者肺炎球菌　６５歳から１００歳までの５歳刻みの年齢（一部60歳～64歳))で本予防接種を初めて接種す
る市民

7646 8100

1,0001,0001,000

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

高齢者に対する法定予防接種事業

％

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000

インフルエンザの発生及びまん延を予防する。
個人のインフルエンザ発病又は重症化を予防する。
肺炎の主な原因の１つである肺炎球菌の感染を予防する。

900 1250

対象者への個別通知及び市報等による周知。
実績などの集計及び委託料の経理。

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています　　●市民がより健康になっています

15240 15700 16222

3146

0

000

0

00

15,944 16,699

0

人

人

（決算）（Ａ）

17,69916,944

22,648

23,648

24,598

025,598

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!
0-25,598-23,648-17,699-16,944

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

接種率を上げるためには、周知方法の再検討と自己負担の軽減が課題と考えている。

維持 増加

予防接種の実施は、予防接種法に基づいた市町村長の義務であり、病気や介護の予防のために妥当であ
る。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

接種率向上のため、ＰＲの回数・方法など検討に余地あり。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

インフルエンザについては、１１市で相互乗り入れを実施している。10市以外の他市とのやりとりにおいて、市民の接種費用について相互主義で行っている。確認作業に
時間がかかり、接種までに時間を要するため改善をはかり、効率化を目指したい。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

接種者数（接種率）の増加のためには、経費削減は考えられない。
自己負担軽減のためより事業費の増加を期待したい。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

接種率を上げるための自己負担金の軽減、接種を速やかに行えるよう
に事務の効率化が課題である。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

対象年齢に達した市民を対象としているので、公平・公正さは保たれている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の人件費で運営しており、削減の余地はない。

類似事業はなく、他の手段は考えられない。予防接種の実施は、市町村長の義務であるとともに、病気や介
護の予防に有効である。

×

他市の国立市民への助成状況の確認作業の効率化をはかりたい。

この事業を廃止休止することは、高齢者の健康維持に影響し、病気や介護の予防に繋がらなくなる。

○

うち委託料

他市の国立市民への助成状況の確認作業を効率化させ、市民が必要な時期に速やかに接種できる環境づくり
に努めたい。また、自己負担金の軽減のため、事業費(市負担額)の増加を期待したい。

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
4 1 2 0 1 3 0 3 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
うけられていま ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0

-79

0
0
0
0
0

0
0
0

-106

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0

請求件数

給付回数

予防接種による健康被害者認定者数

給付者数

１年前より健康だと感じている市民の割合

医療体制・内容に安心している市民の割合

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

（1・4・7・10予防接種を受けた者が、疾病にかかり障害の状態となり、又は死亡した場合に、当該予防接種を受けたことによるも
のと厚生労働大臣が認定した場合に、医療費及び医療手当、障害児養育年金、障害年金、死亡一時金を給付す
る。認定を受けた対象者からの請求を受け、四半期ごとに給付する。（1・4・7・10月）

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

0

-106

時間

27
-79

0
0

-106

11
00000

0200200

11

0

100 100 100 100
200200

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

（決算）
平成23年度
（決算）

8

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円 8,034 7,767 7,688 7,951

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江　祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

8

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
予防接種法法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

平成26年度と同様

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
0200

予防接種による健康被害認定者及びその家族

8 8

200200200

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

15.2%

延べ業務時間

予防接種健康被害者救済対策事業

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000
10,712 10,357 10,251 10,603

機能の維持・各福を図る。

8 8 8 8

対象者からの請求により給付

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●市民がより健康になっています
●市民が適切な医療を受けられています

2 2 2 2

2 2 2 2

13.9%

0

10,25110,35710,712

0

010,603

0

（決算）（Ａ）

✔

70.5% 72.6%

10,55710,912 10,451 010,803

07,9517,6887,7678,034

26% 26% 26% 26% #DIV/0!
0-2,852-2,763-2,790-2,878

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

予防接種の実施は、予防接種法に基づく市町村長の義務であり、その予防接種により健康被害を受けたこと
により健康被害を被った方の救済も、予防接種法に基づく対応である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

この事業に関しては、現状の水準とあるべき水準との差異は求めづらいものと考える。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

この事業は、法律に基づき実施しているものであり、法改正又は廃止により国が見直し・廃止すれば、市も見直し・廃止となる。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

対象者の健康被害が解消されない限り、削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

法律に基づき実施された予防接種により健康被害を受けたものとして、厚生労働大臣から認定された者を対
象としており、公平公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

給付が四半期ごとであること。対象者の方についての個人情報を多く扱うこと等から、委託は考えられない。

類似の事業はない。現状では他の手段は考えられない。

×

特になし。

この事業を廃止・休止することは、法律上からも考えられない

うち委託料

法律に基づく対応がなされており、今後も法律に則って継続していくものと考える。 向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
0 4 0 1 0 2 0 1 3 0 4 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

✔  削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

他課との連携と調整、事業内容のすりあわせ。若年層が受診しやすいように工夫すること。

検診がなくなれば、事後フォローの指導を通じての生活習慣の見直しの機会がなくなる

うち委託料

若年者と高齢者とでは、栄養指導の内容が異なるため、他部署と連携して、年代に応じたきめ細やかな指導がで
きる体制を整えることが望ましい。
また、測定の流れをよりスムーズにすることで、測定できる人数を増やすことが求められる。

向
上

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

栄養指導は栄養士がおこなうが、測定は臨時職員でもできるため

超音波骨量測定器になったことから持ち運びが可能になり、他の部署でも測定を実施している。抽選で漏れ
た方には他の事業を紹介し連携することで、より多くの方に測定の機会を増やすことができる。

×
維
持 ○

低
下

申し込みの大多数が高齢者（40歳以上）であり、他部署でも測定できる
機会があることから、保健事業係と他部署との連携と調整の必要ありと
考える。　連携の仕方によっては人件費の削減ができたり、対象を絞る
ことでより効果手的な健康づくりが実施できると思われる。
骨密度が低下する前の年齢の方に必要な健診であり、若年層にも受け
ていただけるように工夫が必要。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

市民への周知は市報掲載を実施し参加できるようになっているので公平・公正である。
地域のコミュニティ施設を会場に設定していることからより身近なところで受けることができる

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

医療機関に委託せず、超音波骨量測定器をリースし工夫している。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

健康増進法に基づいて市で実施している。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

検診の流れを良くすることでより多くの市民が受診できる

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

0-532-5320-2,650

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

00000

100% #DIV/0! 100% 100% #DIV/0!

0532532

✔

02,650

人

人

人

％

（決算）（Ａ）

0
0

000

0

00

420 420154 404 404

31,550 63,599 63,373 63,637

骨粗しょう症の早期発見及び予防。
生活習慣病の改善を意識する。

151 403 403 420

18歳以上の市民を対象に、保健センター及び市内４か所のコミュニティ施設にて骨量測定及び集団栄養指導を実施した。また、希望者には、個別栄養相談も実施した。

市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています。
市民がより健康になっています。

00000

骨粗しょう症予防事業

％

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

21 21

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

00
0532

１８歳以上の市民。

404 420

53202,650
32
21

03232

平成26年度と同様に実施予定。

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
健康増進法第１９条の２、同法施行規則第４条の２法令根拠

平成7

健康増進課

堀江　祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

404

1 1

平成25年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成23年度
（決算）

154

項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

時間

人

千円

時間

人

00
1 2

532

000

050050002,650

100時間

-532
0

0
0
0

4 4 4
530 100

500

532

420

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

平成7年に老人保健法で定める老人保健事業に、骨粗しょう症検診
が追加され、国の制度のもとで、骨粗しょう症検診を実施することと
なった。その後、平成20年に健康増進法に移行することとなり、市町
村が主体となって実施することとなった。

骨粗しょう症検診事業は、骨密度の低下を早期に発見するとともに、その低下に影響を与える生活習慣などの危険
因子の発見、骨粗しょう症に対する正しい知識の普及とその後の指導や健康教育によって生活習慣の改善を促す
事業である。また、寝たきりにつながる主な原因のひとつが大腿骨の骨折である事から、骨折を引き起こしやすい骨
粗しょう症を早期に予防するための取り組みの援助を実施。
手順
　超音波骨量測定器による測定。保健センターと市内４か所のコミュニティ施設にて、測定・結果説明・集団栄養保
健指導を実施。希望者には個別栄養相談も実施。
　周知方法：市報・チラシ・ホームページ　対象者：１８歳以上の市民　定員：各60名　申し込み方法：往復はがきで
申し込み（抽選）

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

420

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

検診受診者数

集団指導参加数

１８歳以上の市民

検診受診者数

要精密検査で精密検査を受診した率

生活習慣病の疾病率（内分泌、栄養及び代謝、循環器系の疾患）

1年前より健康だと感じている市民の割合

平成26年度 平成27年度 目標年度

100
4

0
0
0
0

0
0
0

0
0
0

0
0
0
0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 4 0 1 0 1 0 1 3 0 4 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0

まちかど薬局数

まちかど保健室開催日数

人口

相談者

血圧カード利用者数
生活習慣病の疾病率（内分泌、栄養及び代謝、循環器系の疾患）

1年前より健康だと感じている市民の割合

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

地域における市民コニュニティづくりをすすめ、自発的な健康づくり
を促すために、ウォーキングや散歩の途中に立ち寄ることができ、健
康に関して
専門的な知識のをもつ薬剤師のいる薬局を活用した拠点づくりを行
い、健康への市民一人ひとりの意識の高揚を図ることを目的とし平
成１５年に開始。

国立市薬剤師会の協力を得て、市内５ヶ所薬局の一部に休息できるようなスペースと血圧計等健康に関連する測定
器を設置し、地域コミュニティづくりをする。
市および国、東京都の保健事業に関するパンフレットや市民からの健康に関する情報などの提供を行う。
健康増進課保険事業係　保健師による相談を各保健室で実施する。各保健室１回／月　２時間／回

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

0

0

時間

0
0

0
0
0

00000

000

0

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

か所

（決算）
平成23年度
（決算）

5

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

5

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
健康増進法法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

より多くの予約が入るように周知する平成26年度と同様

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
00

市民

5 5

000

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

まちかど保健室事業

％

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000

健康に関する情報を得ることができる。
・血圧測定・健康相談を実施し、自ら健康状態を知ることができる。

295 300 295 295

定期的にパンフレットなどのを配布し情報提供を行った。

市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています
市民がより健康になっています　市民が適切な医療を受けられています

74265 74628 74303

2 0 5 5

150 150 150 150

0

000

0

00

0

人

日

人

枚

（決算）（Ａ）

✔

00 0 00

00000

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
00000

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

相談予約が入らないこと

維持 増加

薬局に市事業周知のパンフレットを置くことは、普段市報を見ない人・公的機関を利用する機会がない人への
周知につながるので、公共施設ではない薬局での市事業の周知は市が行うものとして意味がある。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

調剤薬局という場所柄、医療機関受診後に処方薬を受け取る方が多い。パンフレットをはじめとする情報の種
類や内容を見直し効果的な方法を検討していく。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業の委託先である薬剤師会と事業費の削減を協議していく。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

行政サービスや健康情報を発信し、健康づくりへの動機付けの場所とし
て、公共施設ではない薬局を利用することで、普段公共施設を利用しな
い市民への情報発信としは効果を上げている。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

誰でも随時利用できるかたちなので、公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

職員保健師が薬局に出て行くことで、地域情報を得てヘルスニーズを把握しているため、人件費を削減する
余地はない。

薬局を利用した事業展開は他にない。

×

市民への認知度を上げること

情報を発信する場所が減るとともに、公共施設を利用しない人が行政サービスを知り利用する機会が減る。

○

うち委託料

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 4 0 1 0 2 0 1 3 0 4 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0

-10

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
3

推進員養成講座参加者数

オリジナル体操出前講座開催数

人口

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

健康づくり計画策定時、40・50代の運動不足の人が多く、その改善
のため、いつでも、だれでも、ちょっとした時間でできる体操を考案、
普及に至っ
た。

くにたちオリジナル体操を市民に周知および普及し、市民が生活改善をはかり健康づくりに役立てる。
【実施方法】くにたちオリジナル体操普及推進員養成講座の開催、くにたちオリジナル体操出前講座の開催、くにた
ちウキウキ体操のつどいの開催、DVD・CD販売、パンフレットの配布など。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

3 3 3
150 150 150

0

-32

時間

22
-10

0
0
0

150

1
0750750750750

000

-32

16 16
3232

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成23年度
（決算）

6

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円 36 67 57

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

10

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

平成26年度と同様に実施

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
0750

市民

10 15

750782782

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

くにたちオリジナル体操推進事業

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000

市民がくにたちオリジナル体操を知る。くにたちオリジナル体操を実施し、運動習慣
が身につく。

2 3 3 3

体育指導員による、くにたちオリジナル体操普及推進員養成講座を年1回開催、推進員のためのフォロー講座を年2回実施。防災訓練、敬老大会、国立市認知症の日のイベントに参加
し、くにたちオリジナル体操の周知を図った。さらに、平成25年度より推進員同士の交流と活動を検討していく場として定例会を開始した。その他、オリジナル体操出前講座の開催、くに
たちウキウキ体操のつどいの開催、DVD・CD販売、パンフレットの配布を行った。

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています　　●市民がより健康になっています　　●市民が適切な医療を受けられています

74265 74381

-16

000

0

00

-32

人

回

（決算）（Ａ）

782782 750 0750

00576736

95% 91% 92% 100% #DIV/0!
0-750-693-715-746

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？
くにたちオリジナル体操を知らない市民もいるため、PRを強化し普及を図ることが課題である。

維持 増加

くにたちオリジナル体操の普及は市民の健康づくりにつながり妥当である。また、くにたちオリジナル体操を普
及していく推進員を養成することも健康づくりにつながり市が実施することが妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

市民周知が不足しており、PR強化によってさらに普及の余地はある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

市のイベントなどで周知を行っているが、まだ十分ではないため、他課とも連携しながらPRしていくことが必要である。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

まだ、PR途中であり、さらなる推進のためには事業費の削減は難しい。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

市のイベントなどで市民へ周知を図っているが、まだ十分ではないた
め、引き続きPRを行っていくとともに、他課との連携を強化していく必要
がある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

すべての市民を対象としているので、公平・公正である。また、DVD・CDについては原価相当額の自己負担と
しているので適正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

国立市独自のオリジナル体操を他の部署との連携を図りながら普及することは可能である。

×

運動のきっかけづくりは健康づくりの大きな要因の一つであり、廃止・休止の影響は大きい。

○

うち委託料

他の事業の前後にくにたちオリジナル体操を取り入れ、さらに普及を図る。市のイベントで引き続きPRを行う。 向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 4 0 1 0 2 0 1 3 0 4 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
2

配布箇所数

ウォーキングイベント開催数

人口

マップ配布数

ウォーキングイベント参加者数

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

健康日本２１の国立版「元気なくにたち健康づくり計画」に基づき、市
民がもっとも実施している運動である「ウォーキング・散歩」をより推進
するために開始された。市民との協働で
ウォーキングマップ作りの会を結成し、作成した。

市民と保健センター職員で、「ウォーキングマップづくりの会」を結成し、歩きたくなる地図づくりを実施。平成18年9
月に4コース、平成19年にさらに5コース、全9コースが完成した。半年から1年おきに見直しを実施し、平成20年度に
第2版を発行、平成21年9月から第3版作成のための見直し会の開催、平成22年度に第3版が完成した。平成24年
度には、第3版見直し会を開催し、平成25年5月にNo.5とNo.8を除く7コースの第4版を発行した。
【具体的な内容】コース選定のための調査、地図の下絵描き、説明文章作成、パソコンでの処理、印刷、機械折り、
手折りの一連の作業のほか、ディスプレイのためのケースづくりや、周知配布のためのウォーキングイベントを完成に
合わせ実施。完成までは全体会を月1回、その他調査・作業を月3～5回程度実施。完成後は年に数回見直し会を
開催し、訂正があれば新版として印刷し配布している。印刷と折りの作業に関しては、しょうがいしゃ支援課の就労
支援の作業としても依頼している。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

2 2 2
15 15 15

0

0

時間

0
0

0
0
0

15

075757575

000

0

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

箇所

（決算）
平成23年度
（決算）

16

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

16

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
健康増進法法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

区画整理のため、調査が行えていないNo.5とNo.8の改訂に向けての調査、作業の実施。周知のため、継続して配布を行う。

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
075

市民

16 16

757575

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

健康ウォーキングマップ作成普及事業

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000

歩くきっかけづくりができる。地場野菜の即売所の存在を知ることができる。

1

周知のため継続して配布を実施。

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています　　●市民がより健康になっています　　●市民が適切な医療を受けられています

74625 74381

6796 8912 9824 10000

15

0

000

0

00

0

人

回

部

人

（決算）（Ａ）

7575 75 075

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!
0-75-75-75-75

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

市民との協働で作成も順調にはいっているが、「ウォーキングマップづくりの会」のメンバーが年齢があがってきており人数も少ないため、新たなメン
バーを増やしていくことが課題である。

維持 増加

運動習慣を形成し、食への関心を高めることは、医療費の抑制や介護状態の回避につながり、市として取り組
む必要がある。また、市民と「ウォーキングマップづくりの会」を結成し活動していることから、市民参画の意図
からも市が取り組む必要がある。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

配布数は供給が間に合わないほどであり、しょうがいしゃ支援課の就労支援に印刷や折りを依頼しており、こ
れ以上の成果向上の余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業費は紙代のみであり、削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

市民との協働での作成も順調である。しょうがいしゃ支援課の就労支援
の作業としてもマップの印刷や折りを依頼しており、現状で継続していき
たい。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

マップの配布に制限はなく、イベントも公募制であり、公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

健康づくり計画に基づく正規職員が業務にあたっており、これ以上の削減の余地はない。

他に類似事業はなく、統廃合・連携はできない。

×

マップづくりの会が廃止になると、マップのメンテナンスが不可能になり、影響がある。

○

うち委託料

引き続き従来どおり実施していく。 向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 4 0 1 0 2 0 1 3 0 4 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
3

事業参加者実数

事業参加者延べ数

18歳以上人口

教室参加者で、運動をするようになったと答えた割合

卒業生による自主グループ数

1年前より健康だと感じている市民の割合

医療体制・内容に安心している市民の割合

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

血圧測定と健康相談の定期的な機会を持つということで平成6年か
ら「ラジオ体操と血圧測定」という事業としてスタートした。平成12年
度講演「みんなの体操」後より、みんなの体操をとりいれ、事業名も
「みんなの体操と血圧測定」となる。平成１６年度より参加者多数とな
り、参加者の安全を考え、応募制とし、定員を設け、平成１８年度か
らは、名称を「運動チャレンジ教室」に変更し実施している。

いう事業としてスタートした。平成12年度講演「みんなの体操」後より、みんなの体操をとりいれ、事業名も「みんなの
体操と血圧測定」となる。平成１３年度から、自由参加型の体操を実施していたが、参加者多数となり、参加者の安
全を考え、平成１６年度より応募制とし、定員を設けた。平成１８年度からは、名称を「運動チャレンジ教室」とし、全８
回年３コースを実施している。内容としては、運動の継続を目的に、参加者同士のｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸと運動実践を実施して
いる。教室卒業後1～２ヵ月後に同窓会を実施し、自主的な運動グループ活動を支援している。
平成20年度は、より参加しやすいよう電話での申し込みとし、さらに運動の継続を図るよう開催頻度を週1回ペースと
変更して実施した。平成20年度までは全てのコース月曜日で実施していたが、平成21年度より各コース異なる曜日
で実施し新規参加者の増加を図った。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

3 3 3
54 54 54

0

0

時間

0
0

0
0
0

54

71
0270270270270

000

0

542
01,084

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成23年度
（決算）

71

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

62

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
健康増進法法令根拠

平成18

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

年３コース実施予定。各コース異なる曜日（春コース月曜日、秋コース金曜日、冬コース木曜日）で実施。
同窓会を各コース終了後に1回実施し、自主グループ化へつなげていく。

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
0270

市民

62 65

2702701,354

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

運動チャレンジ教室事業

％

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000

運動の基本的注意事項を理解し、運動に対する意欲を高め、安全に自分の生活に
合った運動を継続的に実践することができる。

542

年３コース実施全２４回
同窓会を３回実施したが、自主グループ化までにはつながらなかった。

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●市民がより健康になっています
●市民が適切な医療を受けられています

63131 63376 63373

74 72

1 0

0

000

0

00

0

人

人

％

グループ

（決算）（Ａ）

✔

2701,354 270 0270

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!
0-270-270-270-1,354

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

運動を習慣化することは、生活習慣病を予防し健康な状態を維持することにつながり、結果的には医療費抑
制や要介護状態を回避させることにつながるため、市の事業として実施する意味はある。また、生活習慣病を
予防するためには運動を継続することが重要である。市で実施することで、身近な人とともに実施することにな
り、このことは運動継続の支援となるため有効である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

教室参加後、運動するようになったと答えた参加者は多く、さらに自主グループ活動につながっているが、複
数回参加者が各コース半分程度おり、より新規の方が参加できるよう周知・工夫する必要がある。また、複数
回参加者が多いということから、自主グループ活動につながっても地域の中で継続することが難しいと考えら
れる。教室を充実させるともに、地域の中で自主グループ活動が継続できるような支援も必要である。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

健康運動指導士１名と看護師１名の委託料がかかっているが、正しい運動方法を理解していただく、参加者
の安全を確保するという観点から削減は難しい。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

運動の習慣化を図ることを目的とした教室で、参加後運動に対する意識
が変わり、運動を継続するようになったと答えた参加者も多い。終了後
自主活動につながったグループはなく、指導員がいて、皆で行う「教室」
というものへの参加を希望する方が多かったり、他の教室への参加をし
ている方も多く、自主グループ化、活動の継続の難しさを感じる。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

参加希望者は市報を見て応募することができ、初めての方を優先とし参加できることから、公平・公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

運動の継続のため自主グループ支援まで取り組む必要があるため、人件費の削減はできない。

市の体育館等と連携し、卒業生の運動継続をさらに促すことができ、成果の向上を期待できる。

×

自主的なグループ活動を支援している他の事業がなく、廃止することで市民の継続的な運動への支援がで
きなくなる。

うち委託料

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
0 4 0 1 0 2 0 1 3 0 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

117
117

0
0

-69

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
1

肝炎ウイルス検診受診者数

40才人口(19年度～）

受診者数

受診率

1年前より健康だと感じている市民の割合

医療体制・内容に安心している市民の割合

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成14年に施行された健康増進法で、区市町村が肝炎ウイルス検
査を実施することが定められた。

対象は、当該年度に４０歳（節目）になる市民、および過去においての検診未受診者で受診希望の方。
国立市健康診査（特定健診）のお知らせ通知文書に、肝炎ウイルス検診の案内を盛り込んでおり、さらに節目の方
に対しては、通知文書を同封し、送付している。また、市報やホームページにおいても周知している。
平成１４年度～１８年度までは、５歳刻みでの検診であったが、平成１９年度からは、４０歳の節目検診となった。ただ
し、過去の検診対象者であっても、未受診であり受診希望の場合も引き続き受診可能としている。
受診結果は、健康管理システムに入力し管理している。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

100

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

1 1 1
100 100 100

0

117

時間

-186
-69

0
0
0

100

0500500500500

000

0

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成23年度
（決算）

97

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円 306 282 213 282

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江　祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

90

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
健康増進法第１９条の２、同法施行規則第４条の２法令根拠

平成14

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

前年度と同様に実施する。

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
0500

今まで一度も肝炎ウィルス検診を受診したことのない年度末年齢40歳以上の市民

102 90

500500500

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

501
501

461
461

C型B型肝炎緊急対策事業

％

578 430
578 430

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

0430578461501

B型及びC型のウィルス性肝炎を早期発見し、適切な指導・医療につなげる。

年度末年齢40歳の市民には個別に受診勧奨を実施し、受診に必要な問診票を送付した。
また、41歳以上で過去に1度も肝炎ウイルス検診を受けていない市民については、本人の申請があれば、受診歴の有無を確認後、問診票を発行した。

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています　　　　　　　　　　　　　　　　●市民がより健康になっています
●市民が適切な医療を受けられています

1,277 1,288 1,206 1,138

97 90 102 90 100

7.6 7.0 8.5 7.9

0

000

117

00

0

人

人

％

（決算）（Ａ）

✔

9611,001 1,078 0930

0282213282306

69% 71% 80% 70% #DIV/0!
0-648-865-679-695

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

広く市民に肝炎ウィルス感染状況を認識し、１度は検診を受診してもらうためには行政が行うべきである
実施主体は市であるが、国・都からの補助がある。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

任意の検診であるが、市報・個別通知等で周知して受診率向上に努めている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

検診の精度を下げずに事業費の削減はできない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

肝炎ウィルス検診は対象を成人検診の対象の節目年齢の市民と、節目未受診者としており、特定健診対象者
以外で肝炎ウィルス検診を受診する機会のないものについては東京都が行う肝炎ウイルス検診を実施してる
ため、市民に公平に受診機会があり適切である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

最低限で行っている。

類似事業なし。肝炎ウィルス検診を行うことで市民の健康増進を期待できる。

×

肝炎ウィルス検診を廃止・休止することにより、肝炎ウィルス感染者が早期発見・早期治療へとできなくなり
健康障害を起こし、医療費の増大（肝硬変：肝がん）に繋がると考えられる。

○

うち委託料

肝炎ウイルス検診の受診勧奨をより積極的に行うことで、肝炎ウイルス検診に対する関心を高め、受診率の向上
につなげることができると考えられる。

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
0 4 0 1 0 2 0 1 3 0 7 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

胃がん・肺がんについては、定員を設けて行っており、定員分以上の受診率向上は望めないため、新たに受診できる医療機関を増やすことが必要で
ある。
個別医療機関で実施可能ながん検診については、受診勧奨の強化等によって受診率向上が望める。しかし、受診率が上がるということは、それだけ
委託料の支出が増えることとなる。

がんの予防及び早期治療を図る為必要である。

○

うち委託料

市民が受診しやすい方法を検討し、受診率の向上を図る。がん検診への関心度を上げるよう、動機づけ（チラシ・
ポスターなどの作成）を行う。
平成27年度は、市報にがん検診の特集号の記事を同封し、全戸配布することで、がん検診に対する関心の向上
を目指す。

向
上

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

個人情報の検索や結果通知があり難しい。

がん検診事業は他に実施していない。

×
維
持

低
下

定員を設けている胃がん・肺がん検診については、受診できる医療機関
を増やさない限り受診率の向上は難しい。定員を設けていないその他の
がん検診については、受診勧奨の方法を改善することで、がん検診へ
の関心を高め、受診率の向上を図ることが重要と考えられる。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

国によるがん検診の指標で示されている年代に広く募集をかけている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

検診精度を保つ為には事務費削減余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

がんの早期発見や生活習慣の見直しを図ることは市民の健康に直結しており市が事業を行う意味はある。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

受診率アップの為受診機会の拡大をする。がんについての関心度が低く、関心が低いのでＰＲを強化する。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

0-49,108-49,347-49,234-44,875

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

01,1541,2315,3136,829

87% 90% 98% 98% #DIV/0!

6,829 5,313 1,231 1,154

050,26250,578

✔

54,54751,704

人

人

回

人

％

（決算）（Ａ）

0
0

000

-4,969

00

6,792 6,792

47,311 43,858 48,041

5,438 5,357 5,357

7,248 7,917 7,167 7,178

がんを早期発見し、早期治療につなげる。がんを予防する生活習慣が必要だと認識
する。

0 1 2 2

従来では、東京都がん検診センターのみで実施していた乳がん検診を、7月から新たに国立市及び立川市の指定医療機関でも実施できるようにした。このことによって、日時と場所を受
診者が自由に選べるようになり、さらに、定員がなくなったことにより、申込者全員が受けられるようになった。また、年度末年齢で45・50・55・60歳の女性市民には、返信用の申し込みは
がきを同封して個別勧奨を実施した。

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●市民がより健康になっています
●市民が適切な医療を受けられています

041,26240,57845,54744,204

各種がん検診事業

％

40,578 41,262
29,677 36,688

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

44,204
34,125

45,547
33,064

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

00
09,000

胃がんは３５歳以上の市民。肺・大腸がんは４０歳以上の市民。子宮頸がんは２０歳以上の女性市
民。乳がんは４０歳以上の女性市民。

5,357 6,792

10,0009,0007,500
0
0

000

胃がん・肺がん検診の定員数を増やすことで、より多くの方ががん検診を受診できるようにする。
市報に折り込みで、A3版のがん特集号の記事を同封し、全戸配布することによって、がん検診に対する関心を高め、がん検診の受診率向上を目指す。

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
健康増進法第１９条の２、同法施行規則第４条の２法令根拠

昭和57

健康増進課

堀江  祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

5,361

平成25年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成23年度
（決算）

5,438

項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

時間

人

千円

時間

人

00

1,000

000

09,00010,0009,0007,500

1,800時間

-113
-4,082

0
0
0

2 2 2
1,500 1,800 2,000

1,000

-3,969

2

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

48,476

昭和57年8月17日施行の高齢者の医療の確保に関する法律（老人
保健法）によって、40歳以上の国民に対して、がん検診を含む保健
事業を実施することが定められ、国の制度のもとで市ががん検診を
実施することとなった。その後、平成20年に老人保健法が改正され、
がん検診を含む保健事業は健康増進法によって定められる事業へ
と移行することとなり、市町村が主体となって実施するように定められ
た。

胃がん・肺がん検診は、東京都がん検診センターで委託検診。年度に１回の受診。
乳がん検診は、東京都がん検診センター及び国立市・立川市の指定医療機関で委託検診。２か年度に１回の受
診。
大腸がん検診は、保健センター及び北市民プラザに提出方式（東京都予防医学協会に委託）。または、東京都が
ん検診センター委託の胃がん及び肺がん検診とセットで実施。年度に１回の受診。なお、これらの検診は市報に掲
載し、はがき又は窓口により申込み、審査のうえ受診可能となる。
子宮頸がん検診は、検体採取を国立市医師会に、検体検査を東京都予防医学協会に委託しており、市内指定医
療機関にて個別検診。国立市健康診査に合わせて誕生月ごとに受診期間を設け、２年度に１回の受診。
平成２１年度より、国の施策として女性特有のがん検診推進事業が始まり、乳がん・子宮頸がん検診において、国で
定められた対象者には、無料クーポン券を送付している。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

6,792

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

検診受診者数

講演会・啓発活動などの実施回数

２０歳～３５歳の女性人口

３５歳以上の人口

受診者数

精密検診受診率

1年前より健康だと感じている市民の割合

医療体制・内容に安心している市民の割合

平成26年度 平成27年度 目標年度

200
2

0
0
0
0

0
-3,387
-4,969

0
-4,082

0

0
0
0
0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 4 0 1 0 2 0 1 3 0 8 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

-1
1

依頼件数

訪問件数

40歳以上の介護度３，４，５の市民

指導相談内容が実践できた訪問世帯数

1年前より健康だと感じている市民の割合

医療体制・内容に安心している市民の割合

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

昭和５７年より老人保健法の中で訪問指導が盛り込まれたことにより
実施。

対象は４０歳以上の市民で常時臥床状態の人、もしくはこれに準ずる状態の者を有する世帯。重度の心身障害児、
その他市長が認める者を有する世帯。
　管理栄養士、保健師が依頼内容に応じ訪問し、指導を行う。指導内容は日常の療養方法、看護方法等の助言、
相談を行う。
（業務の流れ）
１、対象者及びその家族、ケアマネージャー等からの依頼を受ける。
２、申請書を受理し、対象であるかどうかの確認、訪問相談決定通知書により通知。
３、管理栄養士等が訪問、指導を行う。
４、管理栄養士等からの訪問記録の提出を受ける。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

1 1 1
3 3 2

-5

-9

時間

9
0

0
0
0

2

11
010101515

0010

1

-9

7 7 5
1414

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

件

（決算）
平成23年度
（決算）

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
法令根拠

昭和55

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

26年度と同様。

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
010

40歳以上の市民で、市民で常時臥床の状態の人、もしくはこれに準ずる状態の者を有する世帯。
重度の心身障害児、その他市長が認める者を有する世帯。

202929

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

訪問相談事業

％

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000

介護方法が改善され、対象者の健康が維持される

関係部署への周知

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●市民がより健康になっています
●市民が適切な医療を受けられています

1011

-2

000

0

00

-4

人

件

件

（決算）（Ａ）

✔

2929 20 010

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!
0-10-20-29-29

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

在宅での介護方法が改善され、健康状態を維持できることは健康づくりの推進につながり市が行うことは妥当
である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

他課との連携を図ることができれば向上余地有り。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

必要な専門職の訪問なので、委託料の削減余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

他課との類似事業の整理が必要であり、今後、要綱改正し対象者に適
切にサービスが行えるよう整備する。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

本事業の目的にあったすべての方を対象としているため公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要なところはすでに委託しており、その他のマネージメントなどは職員でないとできない。最低限の時間で
実施している。

高齢者支援課との連携。他課が実施している訪問相談がある。

×

他課との連携。

専門相談の機会がなくなる。

うち委託料

他課との類似事業を整理していく。 向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 4 0 1 0 2 0 1 3 0 8 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
1

受診者数

施設数

６５歳以上の人口

受診者数

生活習慣病の疾病率（内分泌、栄養及び代謝、循環器系の疾患）

1年前より健康だと感じている市民の割合

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成14年度から歩行困難な通院の歯科健診を受けることができない
高齢者にたいして適切な歯科健診及び口腔衛生指導等の確保を図
るために実施した。

市が指定する地域施設【介護老人保険施設・通所介護施設】(北高齢者在宅サービスセンター・高齢者在宅サ－ビ
スセンター・あるふぁ国立・国立あおやぎ苑・くにたち苑デイケアセンター・デイサービスセンター谷保）において、市
と歯科医師会が協議して実施する。
【委託】　国立市→国立市歯科医師会
【対象者】　介護保険の要介護者及び要支援者並びに65歳以上の高齢者であって、介助を受けること等により地域
施設において健診を受けることが可能な市民
【報告】　歯科医師会は、地域型訪問歯科健診を実施した月ごとに、担当歯科医師の報告をまとめ、国立市 地域型
訪問歯科健診実績報告書（第１号様式）により市長に報告する。　→　支払い

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

1 1 1
20 20 20

0

0

時間

0
0

0
0
0

20

0100100100100

000

0

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成23年度
（決算）

91

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

103

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
老人保健法・健康増進法・国立市地域型訪問歯科健診事業実施要網法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

平成26年度と同様

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
0100

介護保険の要介護者及び要支援者並びに65歳以上の高齢者であって、介助を受けること等により
地域施設において健診を受けることが可能な市民

105

100100100

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

地域型訪問歯科健診事業

％

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000

適切な歯科健診及び口腔衛生指導等を行い健康の維持を図る

6 6 6

・委託契約
・市内施設(北高齢者在宅サービスセンター・高齢者在宅サ－ビスセンター・あるふぁ国立・国立あおやぎ苑・くにたち苑デイケアセンター・デイサービスセンター谷保）において実施。

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています
●市民がより健康になっています　●市民が適切な医療を受けられています

14668 15272 15716

95 103 105

0

000

0

00

0

人

箇所

人

（決算）（Ａ）

100100 100 0100

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!
0-100-100-100-100

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

市民の健康づくりの推進を図れる。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

自ら出向いて健診を受けられない人の為の場の確保をしている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

地区歯科医師会の協力を得る中で実施しているので削減余地は無い。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

現状維持していく

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

実施することにより、健康づくりに繋がる。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

検診の精度を保つために最低限の人数で実施している。

他課で同様事業なし

×

自ら出向いて健診を受けられない人の歯周疾患等の早期発見ができる場がなくなる。

○

うち委託料

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 4 0 1 0 2 0 1 3 1 1 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
1

利用者数

利用者数

事業参加者のうち、機能の維持・回復をはかることができた人の数

1年前より健康だと感じている市民の割合

医療体制・内容に安心している市民の割合

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

40歳から65歳未満の機能訓練が必要な市民に理学・作業・言語訓練を中心に通所で集団訓練を実施。（国立あお
やぎ苑へ委託事業）
健康増進法に基づき、心身の機能が低下している４０歳から６４歳までの者で、医療終了後も継続して機能訓練を必
要とする者等に対し、心身の機能の維持回復を図るための必要な訓練を行い、日常生活での自立を助ける。機能
訓練は医師の指示のもとに保健師・理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・看護師が行う。訓練内容は医療として
行われる機能訓練とは異なり転倒、失禁予防、体力増進を目的とした体操や手芸、軽度のスポーツ、レクリエーショ
ン、言語訓練等社会的機能訓練を中心としたものである。訓練の回数はおおむね週１回、訓練期間は６ヶ月（必要
に応じて更に６ヶ月更新可）

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

1 1 1
10 10 10

0

0

時間

0
0

0
0
0

10

11
050505050

01010

1

0

5 5 5
1010

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成23年度
（決算）

0

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円 0 0 0 40

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江　祥性

所属課健康福祉部

保健事業係

0

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
健康増進法法令根拠

昭和55

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

26年度と同様。なお、今後事業見直しに向け、関連する課と協議検討。

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
060

40歳以上65歳未満の脳出血及び脳梗塞及びその他疾患により機能回復訓練の必要な市民（のう
ち介護保険サービスを利用できない人）

0 1

606060

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

15.2%

延べ業務時間

機能訓練事業

％

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000

機能の維持・回復を図る。

機能訓練者０名。

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています　　　　　　　　　　　　　　　　●市民がより健康になっています
●市民が適切な医療を受けられています

0 0 0 1

13.9%

0

000

0

00

0

人

人

（決算）（Ａ）

✔

70.5% 72.6%

6060 60 060

040000

100% 100% 100% 33% #DIV/0!
0-20-60-60-60

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

要綱に基づく実施であり、市が行うことが妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

現状で問題はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

現在委託化し、対象に見合った事業費のみの支出になっている。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

法律で決められた範囲の年齢に設定している。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

事業は委託化しているが、その契約、支払い、管理事務は職員でなければできない。

類似事業は他にない。

×

機能の維持・回復を促す訓練ができなくなる。

うち委託料

特になし。 向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 4 0 1 0 3 0 1 3 1 4 0 0

✔  単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
1

開催回数

委員数

開催回数

出席者延数

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

昭和56年に保健センターが設置されと同時に、保健センターの運営
その他必要事項を審議するため運営審議会が置かれ、この事業が
開始されている。

市民に対し健康相談、保健指導及び健康診査その他地域保健に関し必要な事業を行うことを目的とした施設であ
る保健センターの運営について、関係機関からの推薦者及び公募市民から構成される運営審議会で審議を行う。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

1 1 1
100 100 100

0

0

時間

0
0

0
0
0

100

0500500500500

000

0

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

回

（決算）
平成23年度
（決算）

4

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

3

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
国立市保健センター条例法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

26年度と同様

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
0500

保健センター運営審議会

4 3

500500500

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

保健センター運営審議会運営事業

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000

運営審議会の円滑な運営。
保健センターが実施する各種事業を有効かつ適正に展開できるようにする。

年間事業計画、予算・決算等の審議

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています　　  ●市民がより健康になっています　　●市民が適切な医療を受けられています

9 9 9 9

4 3 4 3

28 21 28 27

0

000

0

00

0

人

回

人

（決算）（Ａ）

500500 500 0500

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!
0-500-500-500-500

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

保健センターの事業・業務そのものが市が実施しているため、この事業も市の責任で行われるべきである。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

現状の中で、様々な意見・要望が得られている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業費を減らすことは、委員数や審議会開催数を削減することとなり、審議内容に影響が及ぶ。成果を下げ
ずに削減する余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

委員構成から見て、公平・公正さは保たれている。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

委員構成から見て、公平・公正さは保たれている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

年度に3～4回の審議会の開催準備、会議録の作成、委員報酬の経理が主な業務である。会議録の作成に
ついては、時間を要するため正職員以外の職員に作業補助を依頼することが適切と考え、実施している。

類似事業はない。保健センターの運営について審議する他の手段は考えられない。

×

本事業を廃止・休止することは、保健センターの事業に対して、様々な専門的・客観的意見・要望を得にくくな
ることに繋がる。

○

うち委託料

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 4 0 1 0 1

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
1

協議会参加回数

0～7歳6ヵ月未満、9歳以上13歳未満

65歳以上

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

予防接種を住所地以外の市で受けようと希望する市民の利便を図る
ため昭和45年から開始されている。

都市における予防接種事務及び保健衛生事務の円滑な推進に必要な事項の協議、連絡調整図るための事業。協
議会加盟各市(11市)の医師会加入医療機関で、加盟各市の市民が予防接種を受けることができるよう協議・調整を
している。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

1 1 1
20 20 20

0

0

時間

0
0

0
0
0

20

0100100100100

000

0

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

（決算）
平成23年度
（決算）

2

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

1

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
予防接種法法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

26年度と同様

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
0100

各予防接種（子ども・高齢者）の対象者

1 1

100100100

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

東京都予防接種対策協議会参画事業

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000

伝染のおそれがある疾病の発生及びまん延を予防する。
個人の疾病発病及び重症化を防止する。

協議会加盟各市の医師会加入医療機関で、加盟各市の市民が予防接種を受けることができるよう協議、調整を行う。
加盟各市の医師会からの請求に係る経理。

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています　　●市民がより健康になっています　　●市民が適切な医療を受けられています

6808 7000 6670

14668 15272 15716

0

000

0

00

0

（決算）（Ａ）

100100 100 0100

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!
0-100-100-100-100

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

予防接種の実施は、予防接種法に基づいた市町村長の義務であり、病気や介護の予防のため、市民にとっ
て接種しやすい体制づくりを行うことは必要かつ妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

国立市以外の加盟１０市でも接種を受けることができるので、接種率向上につながっている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

負担金（1,000円）のみなので削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

市民が市外（他市）で予防接種を受けることにより、経費が多くかかるわ
けではないこと、市民の利便性が図られ、接種機会の確保に繋がってい
ることから事業の継続を図りたい。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

予防接種を、市内・市外で受けた場合、各々で支出する経費は同じである。また、予防接種は一定の年齢要
件を満たしていれば、公費負担により接種を受けけることができるので、公平・公正さは保たれている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

本事業は、住所地以外でも予防接種を受けられるよう、加盟市間での協議・調整を行うことであり、予防接種
の実施も各市医師会に委託していることから、これ以上の委託は考えられない。

類似事業はない。現状では、市外で予防接種を受ける機会を確保するための他の手段は考えられない。

×

本事業を廃止・休止することは、予防接種率の低下へとつながり、病気や介護の予防と結びつかなくなる。

○

うち委託料

今後も市民の利便を図り、接種機会の確保をするために続けていくべきものと考える。 向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
1

患家数

患家数

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成9年度から「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に
関する法律」施行に基づき開始

①契約行為（諸毒業者等）②市役所総務課へ年末年始の緊急時対応依頼【発生時】①患者→医療機関②医療機
関→多摩立川保健所③多摩立川保健所→保健センター（感染症発生連絡）　　※「感染症発生受理票」作成④保
健センター→医師会（集団発生時のみ)⑤保健センター→委託先（消毒依頼）⑤保健センター→多摩立川保健所

平成11年度から発生件数0

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

1 1 1
10 10 10

0

0

時間

0
0

0
0
0

10

050505050

000

0

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

（決算）
平成23年度
（決算）

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

26年度と同様

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
050

家屋、施設

505050

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

感染症患家消毒事業

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000

感染症発生時患家消毒をすることにより、感染症の蔓延を防止する。

契約行為及び市役所総務課へ年末年始の緊急時対応依頼

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています●市民がより健康になっています●市民が適切な医療を受けられています

0

000

0

00

0

件

件

（決算）（Ａ）

5050 50 050

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!
0-50-50-50-50

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

発生時に対応することで市民の健康維持に繋がる

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

現状で問題ない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

最低限で行っている。また、発生件数等によっては、緊急に補正対応が必要

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

感染症予防することにより市民の健康づくりに結びつく。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

最低限で行っている。

他に変わる事業はない

×

感染が広がりパンデミック（急速に広がる:感染爆発）になりかねない。

○

うち委託料

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
40  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
4 1 2 0 1 3 0 4 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

事務事業名 健康づくり計画進行管理事業
←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

政策名 2 ひとが生きる、暮らす 所属部 健康福祉部 所属課 健康増進課 なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

目

健康増進法で定められており、市民の健康づくりにつながることであるため公共性がある。

施策名 施策11　健康づくりの推進 所属係 予防推進係 課長名 堀江　祥生

予算科目
款 項 事業コード

法令根拠 健康増進法

事業期間
単年度繰返

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか） 成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

健康づくり計画推進会議の実施により成果向上が期待できる
国が示した｢健康日本21」の地方計画として位置づけるものとして平成16年9月に｢元気なくにたち健康づくり計画」を
策定した（計画期間は平成１６年から２６年度）。その後、平成１８年度に第１回中間評価、平成２３年度に第２回中間
評価を「国立市民の健康に関する意識・実態調査」をもとに行った。平成２６年度は現計画の最終年になり、第２次
の計画策定に向けて市民の健康に関する意識調査を実施し、庁内の関係課で構成されている国立市健康づくり計
画推進会議を重ね最終評価を行った。

平成１６年９月に元気なくにたち健康づくり計画を策定。計画の総合
目標を共有し、横断的な取組を推進するため庁内協議会として平成
１７年に５月から実施。

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

廃止すると、庁内の連携が取りづらくなり、健康づくり計画の取組や評価が実施ができない可能性がある。有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

第１次の計画の最終評価と第２次の計画の骨子案作成のため、庁内関係各課で構成する国立市健康づくり計画推進会議を開催。国立市民を対象として「第３回　国立市民の健康に関
する意識・実態調査を行った。

類似事業はない

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？
元気なくにたち健康づくり審議会を立上げ、第２次の健康増進計画の素案を諮問。あわせて国立市健康づくり計画推進会議で検討を重ね、パブリックコメントを行い計画を策定していく。

第１次の最終評価を行い第２次健康増進計画の策定にむけて引き続き実施し検討を重ねていく必要がある。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地健康づくり計画掲載事業 計画によって定められた指標による評価
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

最低限の事業費で行っており作威厳の余地はない

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています。●市民が健康になっています。
⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

項目 名称 単位
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 目標年度 差額 やり方を工夫して延べ業務時間を削減

できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

最低限の人数で行っており作威厳の余地はない
（決算） （決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

① 手段
活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

国立市健康づくり計画推進会議開催回数 回 0 1 6 6

② 対象 対象指標（対象
の大きさを表す指標）

健康づくり計画掲載事業数 事業 66

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

市民 人

③ 意図
成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

計画の評価指標の達成率 ％ 62.7 57.6 市全体の取組を実施しており、公平・公正である。

④ 結果
上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

６５歳以上健康寿命A（東京都保健所長方式）男女平均 歳

１年前より健康だと感じる ％

84 84.3

83.3

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

項目 単位
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 目標年度 差額 特になし
（決算） （決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

2 2

支
出
内
訳

人に係るコスト

正規職員従事人数 人 2

再任用職員従事人数 人 0

2
延べ業務時間 時間 2 20 700 900 680

引き続き円滑に実施されるように管理していく
正規職員人件費計（Ｃ） 千円 10 100 3,500 4,500 0 3,400

延べ業務時間 時間 0
再任用職員人件費計（Ｄ） 千円 0 0 0 0 0 0
嘱託職員従事人数 人

延べ業務時間 時間 0
嘱託職員人件費計（Ｅ） 千円 0 0 0 0 0 0
人に係るコスト計（Ｆ） 千円 10 100 3,500 4,500 0 3,400

物に係るコスト

物件費 千円 505 67 50 -438 (4) 改革・改善による期待成果
うち委託料 千円 491 870 2,486 379

維持補修費 千円 0 コスト
削減 維持 増加

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 505 67 50 0 -438 引き続き円滑に実施されるように管理していく

成
果

向
上0

546
移転支出的なコスト

扶助費 千円

補助費等 千円 0 維
持 ○ ×

繰出金 千円 0
その他 千円 0 低

下 × ×
移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円 0 0 0 546 0 0

その他
0

その他 千円 0

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H) 千円 10 605 3,567 5,096 0 2,962

収
入
内
訳

0 定期的に連絡会を開催し、事業の評価、課題の共有、改善を全庁的に取り組めるようにしていく。
国庫支出金 千円 0
都支出金 千円 0

分担金及び負担金 千円 0
使用料及び手数料 千円 0

繰入金 千円 0 健康増進法に定められている事業であり、健康づくり計画を推進していくために必要であり廃止はできない。
その他 千円 0

0
収入計（J） 千円 0 0 0 0 0 0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 -10 -605 -3,567 -5,096 0 -2,962
一般財源投入割合 ％ 100% 100% 100% 100% #DIV/0!



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

事務事業名
←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

政策名 所属部 所属課
なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

目

施策名 所属係 課長名

予算科目
款 項 事業コード

法令根拠

事業期間
単年度繰返

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか） 成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

項目 名称 単位
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 目標年度 差額 やり方を工夫して延べ業務時間を削減

できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

（決算） （決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

① 手段
活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

② 対象 対象指標（対象
の大きさを表す指標）

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

③ 意図
成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

④ 結果
上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

項目 単位
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 目標年度 差額
（決算） （決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

支
出
内
訳

人に係るコスト

正規職員従事人数 人

再任用職員従事人数 人

延べ業務時間 時間 0

正規職員人件費計（Ｃ） 千円 0 0 0 0 0 0

延べ業務時間 時間 0
再任用職員人件費計（Ｄ） 千円 0 0 0 0 0 0
嘱託職員従事人数 人

延べ業務時間 時間 0
嘱託職員人件費計（Ｅ） 千円 0 0 0 0 0 0
人に係るコスト計（Ｆ） 千円 0 0 0 0 0 0

物に係るコスト

物件費 千円 0 (4) 改革・改善による期待成果
うち委託料 千円 0

維持補修費 千円 0 コスト
削減 維持 増加

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 0 0 0 0

成
果

向
上0

移転支出的なコスト

扶助費 千円

補助費等 千円 0 維
持 ×

繰出金 千円 0
その他 千円 0 低

下 × ×
移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円 0 0 0 0 0 0

その他
0

その他 千円 0

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H) 千円 0 0 0 0 0 0

収
入
内
訳

0
国庫支出金 千円 0
都支出金 千円 0

分担金及び負担金 千円 0
使用料及び手数料 千円 0

繰入金 千円 0
その他 千円 0

0
収入計（J） 千円 0 0 0 0 0 0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 0 0 0 0
一般財源投入割合 ％ #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
40  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
4 1 2 0 1 3 0 4 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

-20
2

国立市健康づくり計画推進会議開催回数

健康づくり計画掲載事業数

計画の評価指標の達成率

６５歳以上健康寿命A（東京都保健所長方式）

１年前より健康だと感じる

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成１６年９月に元気なくにたち健康づくり計画を策定。計画の総合
目標を共有し、横断的な取組を推進するため庁内協議会として平成
１７年に５月から実施。

国が示した｢健康日本21」の地方計画として位置づけるものとして平成16年9月に｢元気なくにたち健康づくり計画」を
策定した（計画期間は平成１６年から２６年度）。その後、平成１８年度に第１回中間評価、平成２３年度に第２回中間
評価を「国立市民の健康に関する意識・実態調査」をもとに行った。平成２６年度は現計画の最終年になり、第２次
の計画策定に向けて市民の健康に関する意識調査を実施し、庁内の関係課で構成されている国立市健康づくり計
画推進会議を重ね最終評価を行った。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

2 2 2
2 20

-100

-100

時間

100
0

0
0
0

0
00010010

000

-100

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

回

（決算）
平成23年度
（決算）

0

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江　祥生

所属課健康福祉部

予防推進係

1

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
健康増進法法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

元気なくにたち健康づくり審議会を立上げ、第２次の健康増進計画の素案を諮問。あわせて国立市健康づくり計画推進会議で検討を重ね、パブリックコメントを行い計画を策定していく。

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
00

健康づくり計画掲載事業

6 6

010010

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

84.2

延べ業務時間

健康づくり計画進行管理事業

歳

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000

計画によって定められた指標による評価

第１次の計画の最終評価と第２次の計画の骨子案作成のため、庁内関係各課で構成する国立市健康づくり計画推進会議を開催。国立市民を対象として「第３回　国立市民の健康に関
する意識・実態調査を行った。

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています。●市民が健康になっています。

66

62.7

0

000

0

00

0

事業

％

（決算）（Ａ）

10010 0 00

00000

100% 100% #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
000-100-10

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

第１次の最終評価を行い第２次健康増進計画の策定にむけて引き続き実施し検討を重ねていく必要がある。

維持 増加

健康増進法で定められており、市民の健康づくりにつながることであるため公共性がある。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

健康づくり計画推進会議の実施により成果向上が期待できる

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

健康増進法に定められている事業であり、健康づくり計画を推進していくために必要であり廃止はできない。

特になし

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

最低限の事業費で行っており作威厳の余地はない

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

引き続き円滑に実施されるように管理していく

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

市全体の取組を実施しており、公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

最低限の人数で行っており作威厳の余地はない

類似事業はない

×

定期的に連絡会を開催し、事業の評価、課題の共有、改善を全庁的に取り組めるようにしていく。

廃止すると、庁内の連携が取りづらくなり、健康づくり計画の取組や評価が実施ができない可能性がある。

○

うち委託料

引き続き円滑に実施されるように管理していく 向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
0 4 0 1 0 1 0 1 3 0 0 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

✔  影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0

-28

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

-70
1

健康手帳配布箇所数

配布数

16歳以上の市民

健康手帳配布数

1年前より健康だと感じている市民の割合

医療体制・内容に安心している市民の割合

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

健康増進法に基づき、自らの健康に関する記録を残し、健康づくりに役立てるために活用してもらう。
保健センター・国民健康保険係・北市民プラザ・南市民プラザ・くにたち福祉会館内老人センター窓口・市内各医療
機関・歯科医療機関で配布。健康診査やがん検診受診時に持参するようにしている。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

2 2 2
80 80 10

-350

-350

時間

322
-28

0
0
0

80

040050400400

000

-350

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

箇所

（決算）
平成23年度
（決算）

90

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円 26 28 0 28

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江　祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

90

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
健康増進法第１７条第１項法令根拠

昭和55

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

前年度と同様に実施する。
ただし、平成26年度は在庫過多のため作成していなかった健康手帳を平成27年度は作成予定。

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
0400

１６歳以上の市民

90 90

50400400

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

健康手帳事業

％

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000

健康手帳を活用して、健康への関心を高める
また、健康診断やがん検診などの記録を残しておくことにより、自身の健康管理に役
立てることができる。

保健センター、国民健康保険係、北市民プラザ、南市民プラザ、福祉会館他、市内各医療機関・歯科医療機関にて配布。　また、オリジナル健康手帳を作成し配布。健康診断やがん検
診などの結果を記録するために活用を図った。

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています　　　　　　　　　　　　　　　　●市民がより健康になっています
●市民が適切な医療を受けられています

64,533 64,760 64,751 65,009

909 766 818 500

0

000

0

00

0

人

冊

冊

（決算）（Ａ）

✔

400400 50 0400

02802826

94% 93% 100% 93% #DIV/0!
0-372-50-372-374

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

市民が自らの健康を記録し健康への意識の向上が図れ健康づくりの推進につながるので市が行う事業として
妥当である。
健康増進法により、健康手帳の配布に努めなければならない。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

使用目的のPR不足。医療関係機関との連携をすすめる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

市民が活用しやすい新しい健康手帳を作成するため、事業費の削減余地はない。
ただし、健康手帳を独自に作成せず、市販品を購入した場合は、事業費削減の可能性がある。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

健康手帳についてのPRが不十分であるため、よりPRを強化していく必
要がある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

法律で定められたとおりに実施している。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

最低限の人件費で実施している。

類似事業は他にない。

×

医師会や歯科医師会との連携を図り、個別医療機関へも対象者への配布の周知を徹底する。

市民の健康づくりの推進に活用しているため、影響がある。

うち委託料

○

オリジナル健康手帳として、内容を独自のものにし庁内印刷し、臨時職員により帳合等行っているが、市販されて
いるものを購入したほうが、経費の削減及び事務の簡素化につながるのではないか。
市販品は、1冊あたり約60円で購入できるが、独自に作成した場合は、1冊あたり約400円になる。
ただし、現在のオリジナル健康手帳には、保健センターの事業一覧等も載っており、その他においても、市販品
では代用できない内容が含まれている。
また、記録のページが足りなくなった場合でも、ページを付け足しながら使用していくことにより、1冊の健康手帳
を使い続けることができるというメリットもある。

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 4 0 4 0 2 0 1 3 1 0 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0

登録数

注射開催日数

登録数

注射件数

接種率

注射件数

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成12年度から、都移譲事務で開始した。地区獣医師会と協力し、狂犬病予防定期集合注射を2日間実施。飼い犬登録者へ個別通知。窓口に等において、
①新規登録者→鑑札を交付し、交付手数料3000円領収→システム入力→市へ手数料の入金作業（以下同様）
②狂犬病予防注射が済んだ方→狂犬病予防注射済票を交付し交付手数料550円徴収→システム入力
③病気等により注射が打てない方→狂犬病予防注射猶予証明書を受理し、期間内免除→システム入力
④転入の方→変更手続き及び登録申請受理。（前住所地の鑑札があれば国立市の監査と無償交換）→システム入
力→前住所地へ登録原簿照会。
⑤住所変更等の方→変更手続き受理。→システム入力
⑥死亡した方→死亡届受理→システム入力
⑦転出した方→転出先の市町村から当市へ登録原簿照会依頼→回答→登録抹消

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

0

0

時間

0
0

0
0
0

11
00000

0400400

11

1 1

0

200 200 200 200
400400

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

件

（決算）
平成23年度
（決算）

3467

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

3464

1 1

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
狂犬病予防法・狂犬病予防法施行規則法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

26年度と同様に実施予定。

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

0926972972300
01,326

犬の飼い主。

3452

1,3721,372700

200 648 648 617

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

蓄犬登録等事業

件

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000

狂犬病予防注射接種率の向上。

2 2 2

狂犬病予防定期集合注射飼い犬に関する受付事務（新規登録、変更、死亡、狂犬病予防注射済票交付等）鑑札等の変更準備。

狂犬病の発生が予防される。

3467 3464 3452

2368 2378 2196

68.3% 68.6% 63.6%

0

000

0

00

0

件

日

件

％

（決算）（Ａ）

1,372700 1,372 01,326

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!
0-1,326-1,372-1,372-700

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

法令に基づき健康づくりの推進（感染症の予防）のため市が行う事業である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

未注射の方全員に催促通知を送付し、接種率向上を図っている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

最低限で行っている。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

狂犬病予防接種実施により、市民の健康づくりの推進（感染症の予防）に結びつく。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

複数事業との兼任である再任用職員と臨時職の最低限で行っている。

他に類似の事業がない。

×

・登録管理を行っていることで、飼い主に迷い犬の案内ができている。
・狂犬病予防接種の接種状況が把握できなくなる。
・狂犬病予防の目的が達成困難となる。

○

うち委託料

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

学校や教育・子育て関連部署と情報共有できる機会を設定し連携を深めていく。

昨今、薬物乱用が社会的問題になっている現状からすれば、廃止・休止することの影響はあると思われる。

○

うち委託料

所管する健康福祉部をはじめ、教育・子育て関連部署を始めとする市事業での幅広い啓発活動により、有効性
が改善されると考える。

向
上

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

事務局は最低限の人件費で運営しており、削減余地はない。

薬物乱用の低年齢化が問題視されており、教育・子育て関連部署と連携することにより、成果の向上が期待
できる。

×
維
持

低
下

都要綱における設置目的は、薬物の乱用による弊害を広く市民に周知
することとされている。現状では、市事業での啓発は例年同様の事業に
限られていたため、今後は教育・子育て関連部署と連携し、より多くの事
業で効果的な啓発を図っていきたい。
また、協議会については現在のところ概ね円滑に運営出来ているため、
今後も継続的に円滑な運営に努める。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

社会的問題である薬物乱用の防止を目的とし、広く市民を対象としていることから、公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？
助成金の範囲で活動はまかなえており、健全な運営ができている。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

指導員が都からの助成金のみを財源に活動していることから、事業費削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

薬物乱用による健康被害や犯罪等の社会的影響を考えれば、行政が関与することは妥当である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

市民に対しては、市主催事業及び共催事業等において、ポスターの掲示や参加者へのチラシ等の配布を
行ってきたが、教育・子育て関連部署と連携することで、若年層へのより効果的な啓発に結びつくと考える。
協議会については、毎年度概ね円滑に運営されていると思われる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

0-450-450-450-450

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!

0450450450450

人

人

（決算）（Ａ）

0
0

000

0

00

ア）薬物乱用の怖さを知る
イ）円滑に運営できる

　・市が主催する事業での啓発　　　・市と協議会の共催で「青少年のためのチャリティーコンサート」実施
　・薬物乱用防止推進標語・ポスター募集及び選考・表彰事務

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています　　●市民がより健康になっています

00000

都薬物乱用防止推進国立地区協議会運営事業

％

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

00
0450

ア）市民
イ）東京都薬物乱用防止推進国立地区協議会

450450450
0
0

000

・市が主催する事業での啓発
・薬物乱用防止推進標語・ポスター募集及び選考・表彰事務

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
東京都薬物乱用防止推進指導員設置要綱法令根拠

健康増進課

堀江　祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

平成25年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成23年度
（決算）

項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

時間

人

千円

時間

人

00

0

000

0450450450450

90時間

0
0

0
0
0

1 1 1
90 90 90

0

0

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

１．市としての啓発活動
・市が実施する事業において、ポスター掲示やチラシ等の配布を行い、啓発を実施する。なお、ポスターやチラシ等
の啓発資材は都が無償配布しているもの（ティッシュ等一部有償）を利用しており、市の予算支出はない。
２．都薬物乱用防止推進国立地区協議会の事務局
・東京都より委嘱された薬物乱用防止推進指導員で構成される都薬物乱用防止推進国立地区協議会の事務局を
担当している。
都薬物乱用防止推進国立地区協議会では、年間を通じて啓発活動事業等を行っている。
・都薬物乱用防止推進国立地区協議会の会計は指導員が担当し、都より啓発活動費として助成金を受け管理す
る。事務局は、都に対して助成金の申請、実績報告等を行う。
・都主催の中学生を対象に、薬物乱用防止「標語・ポスター」の募集をする。業務内容は、募集、選考、表彰、実績
報告等である。市の予算支出はない。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

市の事業における啓発回数

協議会活動における啓発活動日数

人口

指導員数

事業参加者及び標語・ポスター応募数

協議会活動における啓発活動日数

1年前より健康だと感じている市民の割合

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
1

0
0
0
0

0
0
0

0
0
0

0
0
0
0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 4 0 4 0 2 0 1 3 0 4 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0

ゲートキーパー研修受講者数

映画会参加数

人口

職員数

ゲートキーパーの率

理解できたと答えた率
生活習慣病の疾病率（内分泌、栄養及び代謝、循環器系の疾患）

1年前より健康だと感じている市民の割合

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

全国の自殺者が増加する状況が依然として続く中で、国立市におい
ても自殺率が年々増加している。国立市においても地域特性に合わ
せたうつ病対策が急務と考えられ、１８年度からうつ予防を目的とし
て市民対象の講演会を開始した。

平成１０年から日本の自殺者数が３万人を超え、以後高い水準で推移している。平成１８年に自殺対策基本法が制
定された。平成１９年に自殺総合対策大綱が策定、平成２４年に大幅見直しが行われている。
自殺者の減少・うつ病の一次・二次予防を目的に平成１８年度よりスタートした。当初、うつ病学会会員の精神科医
師に講師依頼し、敷居が高い「心の健康の講演会」に市民が気軽に参加できるようなテーマを設定し、市報・ホーム
ページ・まちかど保健室・市内公的機関・医師会加入の医療機関等へ呼びかけを行ってきた。
平成2４年度より、職員向けのゲートキーパー研修を職員課と共済で実施。市民向けとして映画「うまれる」を上映、
市報・掲示板・ホームページ市内病院薬局へチラシを配布し、電話申し込み。
啓蒙活動：市内病院・薬局にてパンフレットを配布。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

0

0

時間

0
0

0
0
0

00000

000

0

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成23年度
（決算）

62

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

55

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
自殺対策基本法・自殺総合対策大綱法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

市民向けのゲートキーパー研修の開催

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
00

市民・職員

67

000

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

こころの健康づくり事業

％

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000

自殺は誰にでも起こり得る危機、まずは一人一人の問題としてとらえることができるよ
うになる。自殺率の減少。うつ病の早期発見。初期症状と対応方法がわかる。

183 189 180

ゲートキーパー研修対象：職員・相談業務にあたる嘱託職員・外郭団体職員　①初めて学ぶ人のための自殺予防講座33名受講②自殺防止において私たちが出来ること～自殺の心理
とその対応～22名受講　映画会：「うまれる」上映　189名参加　パンフレット配布：「気づいて・支えて・つながって」を市内病院薬局　各60部ずつ配布

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています
●市民がより健康になっています

74265 74381 74303

432 432 441

14.3 12.7 15

100 100 100

0

000

0

00

0

人

人

人

％

％

（決算）（Ａ）

00 0 00

00000

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!
00000

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

都が積極的に講演会・ＰＲ活動を始めている。都の活動を活用しながら、市でなければできない独自の取り組
みをしているので、市で実施する意味はある。自殺は誰にでも起こり得る危機、まずは一人一人の問題として
とらえることができるようになり、予防的な取り組みができることで、市民の健康づくりの推進に結びついてい
る。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

職員向けの初級のゲートキーパー研修を実施、受講者の100が「理解できた」と回答参加者の満足度は高
い。より多くの職員が参加できるよう検討の余地がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

補助金で実施。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

今後市民対象のゲートキーパー研修を予定している。まずは職員の
ゲートキーパー研修受講者数を増やし、自殺予防に対する知識を抵抗
していきたい。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

市民への周知は市報掲載を実施できるようになっているので公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

講演会運営において最低限の人数で行っているため、削減の余地はない。

職員対象に国立市を対象としたゲートキーパー研修は他にはない。

×

心の健康づくりについて、近くで、気軽に学ぶ場がなくなる為、廃止による影響は大きい。

○

うち委託料

都の市町村支援を活用しながら、国立市の地域特性に合わせた心の健康づくりに取り組んでいく。 向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 4 0 1 0 2 0 1 3 0 6 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア ✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

【課　題】 ① 成人歯科健康診査を継続的に受診することの重要性を多くの市民に周知させ受診率改善を図ること、 ② 誕生月が１～３月の方に対す
る成人歯科健康診査の受診機会を増やすこと。【解決策】①広報・ホームページの掲載内容の再考、ツイッター・ラインなど新たな情報媒体の活用な
ど周知方法の検討を行う。②誕生月が１～３月の方に対する前倒し受診の勧奨（文書による一斉通知）の検討を行う。

国立市では、成人歯科健康診査を無料で受診することができる。そして、無料だからこそ、受診をしている方
がいると考える。この事務事業を廃止・休止することにより、成人歯科健康診査は保険診療における診察の
みとなり、自己負担額が発生することになる。この結果、成人歯科健康診査を受診する市民は減少し、市民
の健康づくりに多大なる影響がでるものと考えられる。

○

うち委託料

今後は成人歯科健康診査の受診率改善のための更なる取り組みを検討する。また、各種補助金に対する申請
手続きを適正に行うことで歳入確保を図る。

向
上

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

受診券発送事務（各種書類の印刷や封入・封緘作業など）・データ入力作業（記録票データの入力など）を臨
時職員を雇用して実施している。こうした中で、人件費の削減は難しい状況ではあるが、各作業内容の見直
し・効率化を日々検討することで作業時間の削減に努めている。

国立市で実施する事業の中で同一の事業はなく、統廃合することはできない。

×
維
持

低
下

成人歯科健康診査の受診率は年々僅かながら改善されている。しかし
ながら、対象者に対する受診者の割合は約１割にすぎない。また、誕生
月により一部公平・公正でないと思われる部分がある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

40歳以上の全ての市民に対して成人歯科健診受診券など案内文書を誕生月にあわせて年４回定期的に一
斉送付している。指定受診期間を平等に３ヶ月間としていることからも公平・公正であるといえる。しかし、誕生
月ごとにみると、4～6月生まれ（指定受診期間：5～7月）・7～9月生まれ（指定受診期間：7～9月）・10～12月
生まれ（指定受診期間：10～12月）・1～3月生まれ（指定受診期間：12～2月）となっており、4～12月生まれの
方が翌年2月末までの受診期間延長ができるのに対して1～3月生まれの方は同一年度内の延長ができな
い。この点で公平・公正でない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？
成人歯科健康診査の受診者が増えれば、委託料・需用費（消耗品費・印刷製本費）は増える。臨時職員賃金についても必要最低限の予算額で取り
組んでいる。ゆえに、本事業の充実を図ることで医療費削減（国保・後期）・要介護状態の回避（介護）による国立市全体の歳出額抑制を図ることとし
たい。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

国立市で実施した付加健診事業に対する各種補助金の申請を行っており、補助金を受けることで国立市の
一般会計からの支出額の抑制を図る。ただし、国立市では受診率の改善により受診者数が増えれば委託料
支払額も増える。需用費についても消耗品費（受診券・受診案内・医療機関一覧表など紙代）・印刷製本費
（封筒・記録票など）も増える。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

健康増進法第19条の2の厚生労働省令（健康増進法施行規則第４条の２）で定める事業の中にあり、市町村
に対する努力義務が記されている。また、事業の実施は、国立市歯科医師会に委託している。これにより、国
立市民が身近な場所で成人歯科健康診査を受診することが可能となっている。また、成人歯科健康診査の継
続受診により、歯周疾患の早期発見・予防をすることで生活習慣病の予防につながり、結果として医療費抑
制・要介護状態の回避をすることができる。国立市の財政健全化にとって有意義な事業である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

国立市の成人歯科健康診査の受診率は、僅かながらも毎年度改善されている。これは、現在の事務事業内
容が少しずつ市民理解を得ているゆえである。今後は成人歯科健康診査の受診者の傾向を調べると同時に
受診勧奨はがきを送付したりツイッター・ラインなどの新たな情報媒体を活用するなど未受診者対策を検討し
ていく。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？
成人歯科健康診査の受診率が約１割にすぎない現状だけをみると事業として継続実施するべきか考えるところではあるが、健康増進法の中で市町
村に努力義務が課されている事業の一つであり廃止することは難しい。こうした現状をふまえて、この事務事業における今後の課題は、受診率の更
なる改善にあると考える。多くの市民が毎年継続して成人歯科健康診査を受診したくなるような取り組みを検討していきたい。

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

0-25,748-25,587-1,000-2,000

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!

025,74825,587

✔

1,0002,000

人

人

人

％

％

（決算）（Ａ）

0
0

000

24,587

00

1211.9 12 12.1

41672 42320 42746 43307

歯科健診（検診）を通して、国立市民に、歯と口腔の健康づくり・歯周疾患の早期発
見と予防（治療）、また口腔衛生の知識を深めてるために「80歳になっても20本以上
自分の歯を保とう」ことを目標（８０２０運動）にしていただく。

対象者に個別通知を送付（「成人歯科健診受診券」と「成人歯科健康診査実施医療機関一覧表」、「成人歯科健康診査のご案内」を同封）。
国立市歯科医師会からの委託料支払に関する請求書の経理。市報毎月２０日号の保健コーナーで「成人歯科健康診査」・国立市ホームページなどでの広報。
国立市歯科医師会から毎月提出される「実績報告書」・「記録票」などに基づく事務報告書・補助金実績報告の作成。

市民が、病気や介護を予防する。　　市民が、より健康な状態になる。　　市民が、適切な医療を受けられる。

024,74824,58700

成人歯科健康診査事業

％

24,587 24,748
24,513 24,659

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

22,790

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

00
01,000

１　成人歯科健康診査の対象者　４０歳以上の国立市民
２　歯周疾患検診の対象者　４０歳・５０歳・６０歳・７０歳（法定年齢）の国立市民

5197 5225

1,0001,0002,000
0
0

000

平成26年度と同じ。広報面ではツイッターやラインなど新たな情報伝達媒体を活用する。前年度歯科健康診査未受診者対策の検討を行う。誕生月が１～３月生まれの方に対する前倒し
受診勧奨の方法の検討を行う。

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
健康増進法第19条の2、同法施行規則第4条の2法令根拠

健康増進課

堀江祥生

所属課健康福祉部

予防推進係

5086

平成25年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成23年度
（決算）

4968

項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

時間

人

千円

時間

人

00

0

000

01,0001,0001,0002,000

200時間

-24,587
0

0
0
0

2 1 1
400 200 200

0

24,587

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

老人保健法施行に伴い開始平成１９年度老人保健法の廃止に伴い老人保健法に基づく老人保健事業として実施されてきた成人歯科健康診査
は、平成２０年度からは引き続き健康増進法第１９条の２に基づく健康増進事業と位置づけられ実施している。
国立市では、国立市歯科医師会と委託契約を結び、対象者への個別通知、健診後の結果を歯科医師会から受け
取り、支払い、健康管理システムへの入力、東京都、国への報告の集計、国立市民の健康指標としてのデータ分析
を実施している。
平成２１年度からは、国立市健康診査（特定健診）と受診期間を合わせ実施している。受診期間は毎年度５月１日か
ら翌年２月末日までの１０ヶ月間。誕生月に応じて３カ月間の指定受診期間を設定している（誕生月が４～６月生ま
れの方：５月１日～７月３１日、誕生月が７～９月生まれの方：７月１日～９月３０日、10～12月生まれの方：10月1日～
12月28日、１～３月生まれの方：12月1日～翌年2月末日）。なお、指定受診期間に受診できない場合でも、申出に
より毎年度５月１日から翌年２月末日までならば受診できる。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

成人歯科健康診査受診者数

40歳以上の市民数

成人歯科健康診査受診率

生活習慣病の疾病率

健康だと感じている市民の割合

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
1

0
0
0
0

0
24,513
24,587

0
0
0

0
0
0
0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 4 0 1 0 0 1 3 0 6 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

【課　題】 ① 付加健診を継続的に受診することの重要性を多くの市民に周知させ受診率改善を図ること。【解決策】①広報・ホームページの掲載内容
の再考、ツイッター・ラインなど新たな情報媒体の活用など周知方法の検討を行う。

国立市では、健康診査を無料で受診することができる。そして、無料だからこそ、受診をしている方がいると
考える。この事務事業を廃止・休止することにより、健康診査を受ける場合、保険診療扱いとならないため、
全額自己負担となる。この結果、健康診査を受診する市民は減少し、市民の健康づくりに多大なる影響がで
るものと考えられる。

○

うち委託料

付加健診の受診率改善のための更なる取り組みを検討する。 向
上

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

受診券発送事務（各種書類の印刷や封入・封緘作業など）・データ入力作業（記録票データの入力など）を臨
時職員を雇用して実施している。こうした中で、人件費の削減は難しい状況ではあるが、各作業内容の見直
し・効率化を日々検討することで作業時間の削減に努めている。

国立市で実施する付加健診事業と同一の事業はなく、統廃合することはできない。

×
維
持

低
下

付加健診の受診率は毎年約20～25％の間で推移している。特定健診
（国保・後期）の受診率が毎年約40％台で推移していることを考えると、
受診率低迷の原因は社保等の健康保険対象者の受診率にあるといえ
る。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

国立市医師会・国分寺市医師会の指定する医療機関で特定健診を受診する場合は、付加健診が同時実施
となるが、両医師会の指定する医療機関以外で特定健診を受診する場合は、付加健診が個別実施となるの
で、健康増進課にて事前申請が必要になる。付加健診の個別実施は、今年度の特定健診を終えていること
が前提となっているので、この場合、同一年度に２回、健康診査を受診することになる。こうした手続き・健康診
査受診回数などの違いはあるが、あくまで契約上の問題であり公平・公正でないとはいえない。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？
付加健診の受診者が増えれば、委託料・需用費（消耗品費・印刷製本費）は増える。臨時職員賃金についても必要最低限の予算額で取り組んでい
る。ゆえに、本事業の充実を図ることで医療費削減（国保・後期）・要介護状態の回避（介護）による国立市全体の歳出額抑制を図ることとしたい。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

国立市で実施した付加健診事業に対する各種補助金の申請を行っており、補助金を受けることで国立市の
一般会計からの支出額の抑制を図る。ただし、受診率が向上することにより受診者数が増えれば委託料支払
額も増える。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

健康増進法第19条の2の厚生労働省令（健康増進法施行規則第４条の２）で定める事業の中にあり、市町村
に対する努力義務が記されている。また、事業の実施は国立市医師会・国分寺市医師会に委託している。こ
れにより、国立市民が身近な場所で健康診査を受診できる。特定健診検査項目だけでは把握できない部分も
付加健診の実施で把握できる。また、健康診査の継続受診により、生活習慣病の予防につながり、結果として
医療費抑制・要介護状態の回避をすることができる。国立市の財政健全化にとって有意義な事業である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

国立市医師会・国分寺市医師会の指定する医療機関で特定健診を受診する場合は、付加健診が同時実施
となるので各医療保険者の特定健診の未受診者対策に連動して付加健診の受診率も改善する。両医師会の
指定する医療機関以外で特定健診を受診する場合は、付加健診が個別実施となるので、市ホームページや
市報などで付加健診制度の周知が必要。現状では、歯科健診の受診券一斉送付時に付加健診の案内を同

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？
付加健診の受診率が約2割にすぎない現状だけをみると事業として継続実施するべきか考えるところではあるが、健康増進法の中で市町村に努力
義務が課されている事業の一つであり廃止することは難しい。こうした現状をふまえて、この事務事業における今後の課題は、受診率の更なる改善
にあると考える。多くの市民が毎年継続して付加健診を受診したくなるような取り組みを検討していきたい。

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

0-3,000-3,000-3,000-3,000

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!

03,0003,000

✔

3,0003,000

人

人

人

％

％

（決算）（Ａ）

0
0

000

0

00

23.7 24.6 23.9

23

24.8

424 444 531

23.6 23.4

41672 42320 42746 43307

生活習慣病等の早期発見・予防と早期治療を行うこと。自らの健康管理ができる市民
がふえたこと。

105 105 131 140

１　付加健診　特定健診を国立市医師会・国分寺市医師会の指定する医療機関以外の医療機関で特定健診を受診した場合について希望される付加健診の検査項目について申請書
を受理し、そのうち今年度に受診された特定健診検査項目に含まれていないこと・前年度の検査結果より判断基準を満たしていることを条件に、国立市で承認された付加項目のみ付加
健診受診券を交付。

市民が、病気や介護を予防する。市民がより健康な状態になる。市民が適切な医療を受けられる。

00000

国立市健康診査（付加健診）

％

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

00
03,000

40歳以上の市民
うち医療保健加入者（国保・後期・社保等）：付加健診のみ実施。
うち、医療保健非加入者（同意書の提出のある生保受給者、中国残留邦人など）

10000

3,0003,0003,000
0
0

000

平成26年度と同様

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
健康増進法第19条の2、健康増進法施行規則第4条の2第4号法令根拠

予防推進係

堀江祥生

所属課健康増進課

予防推進係

9900

平成25年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成23年度
（決算）

9829

項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

時間

人

千円

時間

人

00

0

000

03,0003,0003,0003,000

600時間

0
0

0
0
0

1 1 1
600 600 600

0

0

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

584

付加健診：平成20年度より施行された高齢者医療確保法により、医
療保険者が特定健診を実施することになったが、その項目が従来実
施していた基本健康診査より少なく、市民の健康づくりのために項目
を市独自に付加して実施することになった。無保険者健診：平成20
年度より施行された高齢者医療確保法により、無保険者の健診主体
が行政に位置づけられたことにより開始。

平成20年度より健康診査の実施主体が各医療保険者に移り、特定健診として健診を実施することになったが、従来
基本健康診査として実施していた健診のレベルを落とさずに市民の健康づくりを推進していくため、特定健診の項
目に国立市独自基準として胸部レントゲン検査、腎機能検査（血液検査）、尿検査（尿潜血）、心電図、眼底検査を
付加して国立市・国分寺市医師会に委託して実施している。各医療保険者の特定健診を国立市医師会・国分寺市
医師会の指定する医療機関で受診する場合には、特定健診と同時に付加健診を受診できる。それ以外の医療機関
で特定健診を受診した場合には、今年度に受診された特定健診検査項目に含まれていないこと・前年度の検査結
果より判断基準を満たしていることを条件に受診可能となっている。なお、付加健診を受診できるのは国立市医師
会・国分寺市医師会で指定する医療機関のみとしている。
40歳以上の医療保険非加入者で相談保護係に同意書を提出した方及び支援給付対象者に対する健康診査およ
び付加健康診査を実施している。受診券は特定健診（国保・後期高齢）と同様に、誕生月を４区分に分けて一括送
付し受診勧奨している。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

付加健診受診者数

40歳以上の健康保険非加入者受診者数

40歳以上の市民

40歳以上の非加入者

付加健診受診率

40歳以上の健康保険非加入者受診率

生活習慣病の疾病率

生活習慣病の疾病率

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
1

0
0
0
0

0
0
0

0
0
0

0
0
0
0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 4 0 1 0 2 0 1 3 0 3 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
✔ 廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

平成２６年１０月から開始した定期予防接種は、初めての接種の方に対する助成のみである。このため、こ
の事業を廃止休止することで、前回接種から５年経過した方への助成がなくなる。

うち委託料

平成２６年１０月より定期予防接種化されたことに伴い、本事業は廃止となった。 向
上

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

必要最小限の人件費で事業を実施しており、削減の余地はない。

平成２６年１０月から肺炎球菌定期予防接種が実施開始となったため

×
維
持

低
下

肺炎球菌定期予防接種の開始に伴い、市報記事の掲載回数が増えた
等により、肺炎球菌任意予防接種の接種者も増加した。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

対象年齢に達した市民を対象としているので、公平・公正さは保たれている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

接種者数（接種率）の増加のためには、経費削減は考えられない。
自己負担軽減のためより事業費の増加を期待したい。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

市民の健康維持及び公衆衛生の向上を目的としているため、行政が関わることは妥当と考える。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

自己負担金をより軽減することで、成果向上が図れるものと考える。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

接種率を上げるためには、周知方法の再検討と自己負担の軽減が課題と考えている。

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

00-3,025-2,028-1,608

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

00000

100% 100% 100% #DIV/0! #DIV/0!

00

2,475

3,0252,0281,608

人

人

（決算）（Ａ）

1,058 1,478

0
0

000

0

00

86.1 86.690.5

335 482 79.7

370 560 920

高齢者の肺炎罹患を予防する。

・市報及びホームページによる希望者募集及び申込受付
・申込者の住所・年齢・助成歴等の確認
・予診票等の発送作業、委託料の経理

●市民がより健康になっています
●市民が適切な医療を受けられています

00000

肺炎球菌予防接種事業

％

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

00
00

接種当日に65歳以上(一部60歳～64歳)の市民。再接種の場合は前回接種から5年間が経過していることを要件
とする。

550550550
0
0

000

平成２６年度をもって終了

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第１４条、国立市母子保健法施行細則法令根拠

健康増進課

堀江　祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

平成25年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成23年度
（決算）

項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

時間

人

千円

時間

人

00

0

000

00550550550

0時間

-997
0

997
0
0

2 2 0
110 110 110

0

997

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

平成２１年１０月より任意予防接種として実施を開始した。
平成２６年１０月から高齢者に対する肺炎球菌予防接種が定期化さ
れたことに伴い、平成２７年３月３１日をもって本事業は終了した。

肺炎の主な原因の１つである肺炎球菌の感染予防を目的に、接種費用のうち3,000円を市が負担する形で、希望者
に市内指定医療機関にて予防接種を行う。なお、生活保護又は中国残留邦人等支援給付受給者は全額市負担と
する。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

定員

申込者数

接種者数

接種率

医療体制・内容に安心している市民の割合

1年前より健康だと感じている市民の割合

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
2

0
0
0
0

0
0
0

0
0
0

0
0
0
0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
0 4 0 1 0 3 0 1 3 1 3 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア m2  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
1

修繕、改修工事実施数

点検箇所数

保健センター施設面積

点検結果が正常であった箇所

事故件数

生活習慣病の疾病率（内分泌、栄養及び代謝、循環器系の疾患

1年前より健康だと感じている市民の割合

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

市民に対し健康相談、保健指導及び健康診査その他地域保健に関し必要な事業を行うことを目的とした施設であ
る保健センターの維持管理のための事業。光熱水費の経理、建物及び備品の維持管理等通常の業務のほか、築
30年以上を経過していることから老朽化による建物の修繕を行っている。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

1 1 1
1,000 1,000 1,000

0

3,091

時間

-3,091
0

0
3,091
0

1,000

05,0005,0005,0005,000

000

0

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

件

（決算）
平成23年度
（決算）

17

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江　祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

23

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

26年度と同様（通常の維持管理）

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
05,000

保健センター施設

8 未確定

5,0005,0005,000

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

保健センター維持管理事業

％

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000

保健センターを安全・快適に使用できるようにする。

544 544 544 544

光熱水費の経理,建物の維持管理に係る委託料の経理,建物及び備品に係る修繕等

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています        ●市民がより健康になっています         ●市民が適切な医療を受けられています

1623.03 1623.03 1623.03 1623.03

534 534 534

0

534

0 0

0

000

0

00
16,795

0

箇所

箇所

件

（決算）（Ａ）

12,425 13,662 16,753

✔

5,0005,000 5,000 05,000

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!
0-5,000-5,000-5,000-5,000

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

地域保健法、予防接種法などの法律に基づく市の事業の拠点である保健センターの維持管理は市の責任で
行われるべきである。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

現状では、経年劣化等を原因とする不具合をその都度改修し対応している。今後は不具合が発生する前によ
り早期の対応を図り成果向上目指す。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業費を削減するには清掃回数や点検回数を減らすこととなるが、衛生面や安全性に影響が及ぶ。成果を
下げずに削減する余地は見当たらない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

築30年を経過し、施設の経年劣化等による改修の必要がより増大する
ものと考える。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

乳児、幼児、成人、高齢者とすべての年齢層を対象とした保健センター事業の拠点である施設の維持管理で
あり、公平・公正さは保たれている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

本業務は、複数の委託契約により実施されている。これ以上の委託は考えられない。

×

特になし。

本事業を廃止・休止することは、施設を利用できなくなることにつながり、保健センターの事業を展開できなく
なる。

○

うち委託料

現状では、経年劣化等を原因とする不具合をその都度改修し対応している。今後は定期点検等の報告を基づ
き、不具合が発生する前により早期の対応を図りたい。

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 0 4 0 1 0 2 1 3 0 2 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

健康な児を出産し、乳児の健やかな成長発達のために必要である。

○

うち委託料

・妊娠届受理時に、母子手帳や妊婦健康診査受診券等の入った母子バックを交付していることから、その際に健
診の案内を行う。
・「妊婦に対する健康診査についての望ましい基準」(平成27年厚生労働省告示第226号）が平成27年3月31日
付けで公布された。この基準には、東京都における公費負担の対象外項目である「HIV抗体検査」及び「子宮頸
がん検診」が追加されたことから、現在東京都地域保健事業連絡協議会（五社協：東京都、特別区、市、町村、
東京都医師会）で追加について検討されている。

向
上

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

人件費的には、すべて委託で行っているため事務的経費のみである。よって削減の余地はない。

医療機関における個別健診のため、他の事業と統合は困難である。

×
維
持

低
下

超音波検査について、26市中21市で年齢制限を撤廃しているが、国立
市では35歳以上の制限を設けている。平成28年度については、厚生労
働省の告示に基づき、年齢の撤廃を含め、検査項目の増やすことにつ
いて検討する必要がある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

健康な児を出産し、児の健やかな成長発達のために全妊婦に健診の機会が与えられている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業費のほとんどが委託料であるため削減余地がない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

母子保健事業の市町村移譲（平成９年度）により、市町村が行なう事業として位置づけられた。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

受診勧奨等により一層の受診率の向上が図れる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

0-41,028,600-37,389,350-38,661,505-38,445,910

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!

41,028,450

041,028,600

37,389,200

37,389,350

✔

38,661,50538,445,910

人

人

（決算）（Ａ）

38,445,76038,661,355

0
0

000

0

00

639 589 624

受診機会を増やすことにより、妊娠期の心身の異常を早期に発見する。

妊婦健康診査受診券（14回分、超音波検査(35歳以上））を配布。妊婦健康診査受診券の使用ができない都外医療機関の受診と、2回目以降の助産所での妊婦健診に要した費用を、
償還払いにより助成。

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています　　●市民がより健康になっています　　●市民が適切な医療を受けられています

00000

妊婦健康診査事業

％

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

00
0150

妊娠の届出をした妊婦。

586 575

150150150
0
0

000

平成26年度と同じ

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
母子保健法法令根拠

健康増進課

堀江　祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

550

平成25年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成23年度
（決算）

582

項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

時間

人

千円

時間

人

00

0

000

0150150150150

30時間

1,272,155
0

-1,272,155
0
0

1 1 1
30 30 30

0

-1,272,155

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

平成９年度母子保健事業の市町村への一元化に伴い市の事業に
移行した。平成１２年健康診査にかかわる経費の補助が一般財源化
された。

妊婦健診の公費助成：平成19年度まで2回、平成20年度より5回。
平成21年度からは公費助成回数を14回に拡大し実施し、東京都外の医療機関又は助産所で受診した場合（里帰り
出産）も償還払いの方法で助成。　平成23年度には選択検査項目にHTL-1を追加し、公費での受診を可能とした。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

妊婦健康診査受診者数（1回目）

妊娠届出数

妊婦健康診査受診率

1年前より健康だと感じている市民の割

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
1

0
0
0
0

0
0
0

0
0
0

0
0
0
0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
1

開所日数

人口数

受診者数

１年前より健康と感じている市民の割合

医療体制・内容に安心と感じている市民の割合

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

昭和42年以前は市内各医院が輪番制で対応していた。昭和５５年
救命、救急診療の対応等の増加に伴い休日診療センターを設置し
開所した。

休日・休日準夜における医科救急患者に対する診療及び休日診療センター運営。　国立市医師会と委託契約締
結。休日・休日準夜診療実施後（月単位）実施報告書・請求書受理

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

1 1 1
100 100 100

0

0

時間

0
0

0
0
0

100

0500500500500

000

0

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

日

（決算）
平成23年度
（決算）

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江祥生

所属課健康福祉部

保健事業係

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

平成26年度と同様

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
0500

全市民

500500500

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

休日・休日準夜救急診療及び休日診療センター運営事業

％

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000

休日・休日準夜においても急な疾病にも安心して適切な診療を受診することにより疾
病の悪化を防ぐ。

休日・休日準夜おける医科救急患者に対する診療

市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができる。市民がより健康になる。市民が適切な医療を受けられる。

0

000

0

00

0

人

人

（決算）（Ａ）

500500 500 0500

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!
0-500-500-500-500

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

救急医療体制を確立することにより市民の生命、健康を守ることができるので、市が行うべきである。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

現状での効果もあり、現在向上余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

救急医療のための削減の余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

全市民を対象としている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

医師会との契約によるため、削減の余地はない。

救急医療のための事業は他にない。

×

市民の健康、生命が守れない。

○

うち委託料

効率性について見直しの余地がある。 向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0

0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
1

開所日数

人口数

受診者数

１年前より健康と感じている市民の割合

医療体制・内容に安心と感じている市民の割合

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

昭和42年以前は市内各医院が輪番制で対応していた。応急診療の
対応の増加等に伴い休日診療センターを設置し開所した。

休日における歯科救急患者に対する応急診療及び休日歯科応急診療所運営。　国立市歯科医師会と委託契約を
締結。休日応急診療後（月単位）実施報告書及び委託料請求書を受理

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

1 1 1
100 100 100

0

0

時間

0
0

0
0
0

100

0500500500500

000

0

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

日

（決算）
平成23年度
（決算）

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円 1,351 1,351 1,351

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課所属課健康福祉部

保健事業係

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

26年度と同様

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
0500

全市民

500500500

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

休日歯科応急診療及び休日歯科応急診療所運営事業

％

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

00000

休日においても安心して適切な応急診療を受診することにより虫歯等の悪化を防ぐ。

休日の救急歯科患者に対する応急診療

●市民が生活習慣の見直しなどにより病気を予防することができています　　　　　　●市民がより健康になっています　　　　　　●市民が適切な医療を受けられています

0

000

0

00

0

人

人

（決算）（Ａ）

500500 500 0500

001,3511,3511,351

-170% -170% -170% 100% #DIV/0!
0-500851851851

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

市民の健康、生命が守られているので健康づくりの推進に結び付く。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

救急医療のため削減できない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

健康づくりの推進に結びつき適切である。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

全市民を対象としている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

歯科医師会との連携と契約によるため削減の余地がない。

×

市民の健康、生命が守れない。

○

うち委託料

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
44  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
一般 4 1 2 0 1 3 0 4 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

事務事業名 いきいき地域保健師活動事業
←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

政策名 2 ひとが生きる、暮らす 所属部 健康福祉部 所属課 健康増進課
なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

目

健康増進法で定められているものであり、市民の健康管理については行政として行っていく必要がある。

施策名 施策11　健康づくりの推進 所属係 予防推進係 課長名 堀江　祥生

予算科目
款 項 事業コード

法令根拠 健康増進法

事業期間
✔ 単年度繰返

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか） 成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との
統廃合ができるか？類似事業との連
携を図ることにより、成果の向上が期
待できるか？

①GO!5!健康大作戦：対象年齢の申込者は35人。最終評価完了者は31人。8割に当たる25人が平均3.2㎏の減量に成功。うち13人は目標値達成で平均5.3kgの減量に成功した。②運
動・身体活動の重要性を唱えた講演会(参加者88人）とその前後の時間を使って加速度脈波計による血管年齢測定(参加者84人）を行った。③市立小学校1校で骨量測定、地域自治会
等3団体に健康講話や体操、血圧測定実施。

参加人数を増やすことや地域に出て行く回数を増やすことやBMI25未満の率をあげることについて、成果の向
上の余地としてはある。①「GO!５！健康大作戦」：１８～６４歳までのBMI(体格指数）が２５以上の肥満の方を対象。５ヶ月（～６ヶ月）で現在

体重の（３％～）５％の減量を目標とする。初回の個別面接で各自の減量目標と方法を決めてもらい約5ヶ月間取り
組んでいただき、目標値達成やBMI25未満になった方には、インセンティブのオリジナルTシャツを進呈。途中、適宜
個別相談や体組成測定、歩数計の貸し出しや市内の大学の協力を得てウォーキング教室開催をしながら支援。②
講演会：健康づくりに関する専門家による講演会。③保健師等地域保健活動：庁内横断的に保健師・栄養士がグ
ループを組み、学校や自治会などの地域で保健活動を行う。

少子超高齢社会のなかで健康寿命を延ばし、主観的健康感の高い
人生を送るためには、若い頃からの生活習慣病予防、外出ができる
こと、地域コミュニティと何らかの形でつながること、何かを学ぶ探究
心を持つことなどが重要である。平成26年度から市の健康課題に対
し、さまざまなライフサイクルにさまざまな場所で、庁内横断的に職員
が連携して保健活動を展開し、ハイリスク対策と地域の醸成、健康文
化の普及と啓発を推進するために実施。

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

市民への健康づくりへの啓発活動の低下により、自分の健康は自分でつくるという動機付け及び健康自己管
理能力が低下し健康寿命に影響が出る

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地
26

介護予防事業との連携をすることにより成果の向上をより高められる。

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？
引き続き参加者数を増やしながら、①～③の事業を3本柱として実施。27年度は特に1歳頃の親子を対象として発達や心理面の健やかな育成を図る講座を地域展開する予定。

健康自己管理能力を高める取組をさまざまな部分で行っていく必要がある。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地①40歳以上の市民でBMI（体格指数）25以上の方②③全市民 ①BMI25以上の肥満を改善する。②③健康に気づかい、健康自己管理能力を高めら

れ健康だと思う人が増える。 成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

最低限の事務費で行っており削減の余地はない。

健康寿命の延伸
⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

項目 名称 単位
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 目標年度 差額 やり方を工夫して延べ業務時間を削減

できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

最低限の人数で行っており、削減の余地はない。
（決算） （決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

① 手段
活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

①のべ面接回数 人 111

②③開催回数 回 5

② 対象 対象指標（対象
の大きさを表す指標）

市民 人

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

国保の特定健診での内臓脂肪症候群該当者割合 ％ 13.6

③ 意図
成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

主観的健康感（アンケート） ％ 83.8 事業については市報の折込みチラシをはじめとする媒体の利用などで募集を行っており、公平公正である。

国保の特定健診での内臓脂肪症候群該当者減少率 ％ 25.3

④ 結果
上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

65歳健康寿命A男(東京都保健所長方式） 歳

65歳健康寿命A女(東京都保健所長方式） 歳

83.06

85.61

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

項目 単位
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 目標年度 差額
（決算） （決算） （決算）（Ａ） （決算見込み)（Ｂ） （当初予算) （目標値) （Ｂ）-（Ａ）

5

支
出
内
訳

人に係るコスト

正規職員従事人数 人

再任用職員従事人数 人

5
延べ業務時間 時間 500 500 500

①のGO!5!健康大作戦の参加人数を増やす必要があり、また、③野地域
保健活動をより積極的に行っていく必要がある。正規職員人件費計（Ｃ） 千円 0 0 2,500 2,500 0 2,500

延べ業務時間 時間 0
再任用職員人件費計（Ｄ） 千円 0 0 0 0 0 0
嘱託職員従事人数 人

延べ業務時間 時間 0
嘱託職員人件費計（Ｅ） 千円 0 0 0 0 0 0
人に係るコスト計（Ｆ） 千円 0 0 2,500 2,500 0 2,500

物に係るコスト

物件費 千円 1,454 1,380 1,454 (4) 改革・改善による期待成果
うち委託料 千円 0

維持補修費 千円 0 コスト
削減 維持 増加

物に係るコスト計（Ｇ） 千円 0 0 1,454 1,380 0 1,454 介護予防事業との連携を検討する必要がある。事業のPR方法の改善（学校を通じての事業周知）。自治会等へ
の広報の強化。

成
果

向
上0

227

○

移転支出的なコスト

扶助費 千円

補助費等 千円 110 110 維
持

×
繰出金 千円 0
その他 千円 0 低

下
× ×

移転支出的なコスト計（Ｈ） 千円 0 0 110 227 0 110

その他
0

その他 千円 0

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H) 千円 0 0 4,064 4,107 0 4,064

収
入
内
訳

0 特になし
国庫支出金 千円 0
都支出金 千円 0

分担金及び負担金 千円 0
使用料及び手数料 千円 0

繰入金 千円 0 健康増進法ん定められている事業であり、常に健康への意識啓発は必要であるため廃止はできない。
その他 千円 0

0
収入計（J） 千円 0 0 0 0 0 0

収支差額（K）=(J)-(I) 千円 0 0 -4,064 -4,107 0 -4,064
一般財源投入割合 ％ #DIV/0! #DIV/0! 100% 100% #DIV/0!



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
国保 0 8 0 1 0 1 1 5 0 3 6 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

-64,587
-71,484

0
-1,531
-1,531

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
2

健診受診件数

保健指導実施件数
国民健康保険被保険者（40歳～74歳）（当該年度4月1日現在）

保健指導対象者数

受診率（受診した人／被保険者数）％
保健指導実施件数（受けた人/対象となった人

生活習慣病の疾病率（内分泌、栄養及び代謝、循環器系の疾患）

健康だと感じている市民の割合

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

医療費抑制を目標に平成２０年から、生活習慣病予防に特化した健
診、保健指導を実施

４０歳～７４歳までの国民健康保険加入者の健診を実施し、生活習慣病予防のため、健診結果から「積極的支援」
[動機付支援」に分け、保健指導により、内臓脂肪症候群の該当者・予備群を減らし、もって医療費の適正化を図
る。事業成績により後期高齢者支援金の増減がある。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

651

3 2 2
2,888 1,925 1,925

0

-71,484

時間

68,422
-3,062

0
0
0

1,925

09,6259,6259,62514,440

000
7

0

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

件

（決算）
平成23年度
（決算）

6031

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円 9,972 14,244 12,713 13,094

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

堀江祥生

所属課健康福祉部

予防推進係

6105

6 6

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
高齢者の医療の確保に関する法律法令根拠

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

前年度と同様

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

01501501500
09,775

国民健康保険被保険者（４０歳～７４歳）

6894

9,7759,77514,440

100 100 100

％

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

51,540 71,484
64,587

特定健診・保健指導

％

80,783
71,903

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

080,783071,48451,540

生活習慣病予備群を減少させる、医療費の抑制、被保険者の健康が維持できる

156 119 136 136

①契約事務　②受診券発送事務　③データ入力等整理　④経理事務　⑤保健指導通知　⑥保健指導　⑦データ入力等整理　⑧前年度健診未受診者を対象に受診勧奨ハガキを送付
⑨健診受診者で国保税の滞納の無い方に対しくにたちポイント200ポイントを贈呈

健康づくりの推進（医療費の抑制、被保険者の健康維持、適正な医療を受けられる）

13697 13665 13552 14450

637 654 651

44 44.71 47.71

24.5 18.1 20 20

0

000

-71,484

00

0

人

人

件

％

％

（決算）（Ａ）

✔

81,25965,980 9,775 090,558

9,972 14,244 12,713 13,094

026,18825,42628,48819,944

70% 65% -160% 71% #DIV/0!
0-64,37015,651-52,771-46,036

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

受診率向上の取り組みを進めていく必要がある。

維持 増加

医療保険者の義務として実施。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

目標とする受診率に届いていないため、引き続き事業の周知、勧奨を行う必要がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

特になし

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

国庫負担金及び都負担金より補助金を受けておりその分歳出を抑えることができている。ただし、受診率が上
がればその分委託料が必要となる。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

受診勧奨としてくにたちポイント贈呈の他に、前年度健診未受診であっ
た方に対し受診勧奨ハガキを送付した。それに伴い受診券再発行及び
期間外受診の依頼が昨年度より100件程増加した。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

健診対象者には受診券を送付している。また特定保健指導対象者には、該当の通知及び面接日程等を送付
しているため公平・公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

受診券印刷発送事務は臨時職員に依頼し、保健指導は管理栄養士、その他問い合わせ等は職員にて対応
しているため、削減余地はない。

国立市の中で同様の事業がないため、事業を統合することができない。

×

未受診者に対する勧奨、市報、ホームページ、ツイッター等での広報活動、また勤務先で受診している方については健診結果を市へ提出いただくよ
う周知する。

被保険者が健康状態をチェックをする機会がなくなり、健康維持することが難しくなる。

○

うち委託料

受診率及び保健指導参加率を上げる取組を今後も推進していく。 向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

1 1 1 1 5 0 0 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

-1,716
-7,529

0
0
0

0
0

-7,529
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
7

加入・脱退の手続き者数

被保険者数

加入・脱退の手続き者数

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

国民健康保険の資格・喪失を安定的に行うため（事務事業の内容）
国民健康保険資格の取得・喪失事務
転入・社会保険等の喪失による国民健康保険加入（保険証発行事務）転出・社会保険等加入等による喪失事務
①窓口及び郵送による届出受付　②データ入力　③保険証発行　④届出検算事務
予算の内訳　需用費（消耗品費、印刷製本費、）役務費（通信運搬費）委託料

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

8 7 7
3,600 2,000 2,000

0

-7,529

時間

0
-7,529

0
0
0

2,000

010,00010,00010,00018,000

000
3

0

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成23年度

（決算）

7,496

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

坂本 茂樹

所属課健康福祉部

国民健康保険係

7,614

3 3

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

会計
国民健康保険法、国立市国民健康保険条例法令根拠

昭和34

課長名

款 項

所属部

所属係

単年度繰返

ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

前年度と同様及び保険証一斉更新

千円

千円

千円

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

0
0

02,4002,4002,4000
012,400

国保加入者

7,700 7,700

12,40012,40018,000

1,600 1,600 1,600

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

5,535
1,143

13,104
2,079

国民健康保険資格取得事務

5,575 14,917
363 363

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

014,9175,57513,1045,535

脱退・加入の変更がなされる

転入・社会保険等の喪失による国民健康保険加入・転出・社会保険等加入等による喪失事務

市民が、病気や介護を予防する。  市民が、適切な医療を受けられる。
市民が、より健康な状態になる。

20,133 19,653 19,829 19,829

7,496 7,614 7,700 7,700

0

000

-7,529

00

0

人

人

（決算）（Ａ）

✔

25,50423,535 17,975 027,317

5,535 13,104 5,575 14,917

76% 49% 69% 45% #DIV/0!

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

014,9175,57513,1045,535

扶助費

0-12,400-12,400-12,400-18,000

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）
維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

その他

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特に課題はありません

コスト
削減

国民健康保険法により保険者(市)が行う事業

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

現状では、成果が達成できていると思われるため

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

国民健康保険被保険者数が極端に増えるまたは減った場合に人件費などの見直しが必要

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

システムにより管理しているため、事務費の削減は期待できない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

× ×

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

窓口対応の嘱託員を導入したため

×
維
持

低
下

窓口対応嘱託員の配置により安定した事務を行えてきている。時間外の
削減につながった。

向
上

事務事業名

政策名

施策名

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

予算科目
目 事業コード

国保

うち委託料



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

1 1 2 1 5 0 0 5 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
-28

0
0
0

0
0

-28
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
1

運協委員数

国民健康保険被保数

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

国民健康保険運営にあたって市民や公益代表などの意見を取り入れ
る
ために市長の諮問機関として開始。

（事務事業の内容）
一部負担金の負担割合、保険税の賦課方法、療養の給付期間、保険給付の種類および内容等国民健康保険事業
運営に関する重要事項を審議する。
（事務内容）
①会場確保　②開催通知　③資料作成　④会場設営　⑤会議録作成　⑥報酬支払い事務
（予算の内訳）
報酬、旅費、役務費

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

2 1 1
300 150 150

0

-28

時間

0
-28

0
0
0

250

01
01,2507507501,500

000

00

0

200 0 0 0
0400

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成23年度

（決算）

13

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

坂本 茂樹

所属課健康福祉部

国民健康保険係

13

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

会計
国立市国民健康保険条例　国民健康保険運営協議会規則法令根拠

昭和34

課長名

款 項

所属部

所属係

単年度繰返

ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

限度額改定、予算、決算の審議　10回開催予定

千円

千円

千円

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
01,250

国民健康保険被保険者

13 13

7507501,900

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

1,439 794

国民健康保険運営協議会運営事業

766 1,604
人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

01,6047667941,439

運営協議会が適正に運営される

運営協議会6回開催

市民が、病気や介護を予防する。 市民が、適切な医療を受けられる。
市民が、より健康な状態になる。

20,133 19,653 19,829 19,829

0

000

-28

00

0

人

（決算）（Ａ）

✔

1,5443,339 1,516 02,854

1,439 794 766 1,604

57% 49% 49% 44% #DIV/0!

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

01,6047667941,439

扶助費

0-1,250-750-750-1,900

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）
維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

その他

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

特に課題はありません

コスト
削減

国民健康保険法による規定

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

現状では、成果が達成できていると思われるため

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

被保険者代表については公募している

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

特に課題はありません

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

最低限の事業費で実施している

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

× ×

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

最低限の人件費で実施している

国民健康保険事業の中に類似の事業はないから

×
維
持

低
下

市長からの諮問に対する審議や予算・決算など重要な事項を審議してい
た
だいている。今後も様々な事項を審議していただく。

向
上

事務事業名

政策名

施策名

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

予算科目
目 事業コード

国保

うち委託料



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

会計
国保 1 1 3 1 5 0 0 7 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

うち委託料

向
上

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

最低限の人件費で実施

国民健康保険事業に類似の事業はないから

×
維
持

低
下

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

最低限の事業費で実施

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

医療費の支払いは保険者の業務なので保険者(市)の事務事業

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

現状では、成果が達成できていると思われるため

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

0-1,403-1,249-1,273-1,287

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!

01,4031,249

✔

1,2731,287

千円

（決算）（Ａ）

0
0

000

-24

00

1,262 1,248 1,224 1,378

効率的に医療費支払い事務等が行える。

負担金の支払い事務

市民が、病気や介護を予防する。 市民が、適切な医療を受けられる。
市民が、より健康な状態になる。

01,3781,2241,2481,262

国民健康保険団体連合会参画事業

1,224 1,378
人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

1,262 1,248

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

00
025

国民健康保険団体連合会

4 4

252525
0
0

000

前年度と同様

千円

千円

千円

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
国民健康保険法法令根拠

昭和34

健康増進課

坂本 茂樹

所属課健康福祉部

国民健康保険係

4

平成25年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

回

（決算）
平成23年度

（決算）

4

項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

時間

人

千円

時間

人

00

0

000

025252525

5時間

24
0

0
0
0

1 1 1
5 5 5

0

-24

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

国民健康保険法第８３条に基づき、東京都の保険者（区市町村・国民
健康保険組合）が共同して目的を達成するため設立された団体で診
療報酬等の審査及び支払い、保険者事務共同処理、国民健康保険
に関する調査研究等事業として行っている。

東京都国民健康保険団体連合会は、国民健康保険法第８３条に基づき、東京都の保険者（区市町村・国民健康保険
組合）が共同して目的を達成するため設立された団体で診療報酬等の審査及び支払い、保険者事務共同処理、国
民健康保険に関する調査研究等事業として行っている。
例　全国の医療機関から診療報酬明細書（レセプト）が送付され、各保険者に分け、審査データ化等行い、まとめて
保険者に請求、保険者は、請求された金額を連合会に支払い、連合会が医療機関に支払っている。連合会に参画
し、医療費の支払い等事務軽減がなされている。　①負担金の支払い事務年４回

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

支払い回数

支払い金額

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
1

0
0
0
0

0
0

-24

0
0
0

0
0
0
0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

1 1 1 1 5 0 1 5 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
0
0

0
0
0
0
0

2

0
0
0
0

0
4,690
4,690

-50

平成26年度 平成27年度 目標年度

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

係では人数的及び知識的にレセプト点検ができず、医療費の適性化
が行われないため専門的な知識がある機関へ委託した。

（事務事業の内容）
診療報酬明細書（レセプト）点検事務
医療費適正化のために国民健康保険団体連合会によるレセプト点検（誤請求の発見）　①契約事務　②国民健康保
険団体連合会から搬入されたレセプトから誤請求の抽出　③連合会へ再審査請求　　　　　（予算の内訳）委託料

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

2 2 2
960 600 550

-250

4,440

時間

-4,440
0

0
0
0

500

02,5002,7503,0004,800

000

-250

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

（決算）
平成23年度

（決算）

20,133

項目

①

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

坂本 茂樹

所属課健康福祉部

国民健康保険係

19,653

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

会計
法令根拠

平成8

課長名

款 項

所属部

所属係

単年度繰返

ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

千円

千円

千円

千円

千円

千円
0
0

00000
02,500

医療機関からの診療報酬明細書（レセプト）

19,829 19,829

2,7503,0004,800

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

19,266
19,266

18,968
18,968

国民健康保険診療報酬審査・点検事業

23,658 25,416
23,658 25,416

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

025,41623,65818,96819,266

正しい医療費の請求 　過誤金額の発見ができる。

全国共通システムによる電子レセプト点検を連合会委託（単価契約）。

市民が、適切な医療を受けられる。

304,466 300,108 300,000 300,000

2,800 3,681 3,500 3,500

0

000

4,690

00

0

（決算）（Ａ）

✔

21,96824,066 26,408 027,916

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!
0-27,916-26,408-21,968-24,066

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業期間

支
出
内
訳

レセプト点検枚数

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

維持 増加

レセプトは保険者(市)の所有になるので、市が実施する事業

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

審査・点検業務にて成果が上がらない場合や委託料の極端な値上げの場合は見直しとなる。

× ×

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

現状、ほぼ点検業務等を委託しているため

×
維
持

低
下

業務のを外部委託した結果、医療費の適正化を推進できた。しかし、細
かい資格等は係にて確認しなければならないので全面的な委託は難し
い。

向
上

事務事業名

政策名

施策名

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

事業コード
国保

国民健康保険被保険者

医療費の適正化により健康づくりの推進(医療費の削減)に役立っている

うち委託料

過誤件数

予算科目
目

前年度と同じ。より点検業務(資格確認)を強化

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

②



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

2 1 1 1 5 0 1 1 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

4,690
92,986

0
-13,171
65,115

0
-2,342,872

0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
2

給付件数

被保険者数

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

国民健康保険制度の開始に伴い、医療機関への医療費の支払いの
ために開始

（事務事業の内容）
国民健康保険被保険者の医療費支払い事務。
①国民健康保険団体連合会からの請求に基づく支払い事務。毎月２ヶ月前の請求がある。
（予算の内訳）
負担金、補助及び交付金

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

4 2 2
300 150 150

0

92,986

時間

-2,383,914
-2,290,928

0
0
0

150

07507507501,500

000
0 2

0

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

件

（決算）
平成23年度

（決算）

310,460

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円 342,154 279,740 344,855 333,271

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

坂本 茂樹

所属課健康福祉部

国民健康保険係

301,075

2 2

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

会計
国民健康保険法　国立市国民健康保険条例法令根拠

昭和34

課長名

款 項

所属部

所属係

単年度繰返

ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

前年度同様

千円

千円

千円

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

0
0

02252252250
0975

国民健康保険被保険者

300,000 300,000

9759751,500

0 150 150 150

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

4,105,761
19,266

4,073,947
18,968

国民健康保険医療費給付事業

4,166,933 4,252,056
23,658 25,416

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

04,252,0564,166,9334,073,9474,105,761

国民健康保険被保険者医療費総額の９割～７割を支払い被保険者の医療費軽減及
び適切な医療をいつでも受けられる。

国民健康保険団体連合会へ国立市国民健康保険被保険者の医療費の支払い事務

市民が、適切な医療を受けられる。

20,133 19,653 19,829 19,829

0

000

92,986

00

0

人

（決算）（Ａ）

✔

4,074,9224,107,261 4,167,908 04,253,031

989,874 839,192 826,021 882,638

8% 10% 67% 66% #DIV/0!

2,448,133 2,534,272 191,400 249,840

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

01,465,7491,362,2763,653,2043,780,161

扶助費

0-2,787,282-2,805,632-421,718-327,100

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）
維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

その他

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

コスト
削減

国民健康保険法に基づく事業で、保険者(市)が実施する事業

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

予防や医療費適性化により、療養給付費を削減することができる。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

医療費の削減のために予防や適性化を推進し、市民の意識を高めていく。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

医療費適正化などを積極的に行い、被保険者の意識を高め給付費を下げる

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

× ×

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

最低限の人件費で実施

×
維
持

低
下

前年度に比べて医療費がかなり伸びている。医療費の削減のために予
防や適性化を推進し、市民の意識を高めていく。

医療費の削減のために予防や適性化を推進し、市民の意識を高めていく。 向
上

事務事業名

政策名

施策名

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

予算科目
目 事業コード

国保

国民健康保険被保険者が安心して医療を受けられる。

うち委託料



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

2 3 1 1 5 0 1 6 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成26年度の事業計画（平成26年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
2,716

0
-2,698
7,181

0
124

0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
1

高額療養費対象者

被保険者数

高額療養費対象者割合

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

入院など高額となった医療費の支払いを少しでも軽減するため（事務事業の内容）
自己負担限度額以上支払った医療費の一部負担金部分を支払う
①対象者抽出　②支払い請求勧奨通知　③申請受付　④支払い事務
平成21年度から高額介護合算療養費の制度が開始された。　同時に高額療養費と高額介護合算療養費の対象者の
抽出は国保連合会に委託した。
（予算の内訳）
負担金、補助及び交付金

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

2 1 1
960 360 360

0

2,716

時間

1,891
4,607

0
0
0

360

01,8001,8001,8004,800

000
0 1

0

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成23年度

（決算）

6,280

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円 24,749 32,914 40,095 38,347

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

坂本 茂樹

所属課健康福祉部

国民健康保険係

7,400

1 1

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

会計
国民健康保険法法令根拠

昭和48

課長名

款 項

所属部

所属係

単年度繰返

ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

前年度同様

千円

千円

千円

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

0
0

09009009000
02,700

国民健康保険被保険者の属する世帯主

7,296 7,545

2,7002,7004,800

0 600 600 600

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

490,707 482,958

高額療養費支給事業

485,674 490,560
人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

0490,560485,674482,958490,707

医療費の負担が軽減される

①対象者抽出　　　　②支払い請求勧奨通知　　　　　③申請受付
④対象世帯主に口座振替で支払う

市民が、適切な医療を受けられる。
市民の医療費の負担が軽減される。

20,133 19,653 19,829 19,829

31.2 37.7 36.8 38.1

0

000

2,716

00

0

人

％

（決算）（Ａ）

✔

485,658495,507 488,374 0493,260

102,644 98,736 96,038 101,474

66% 68% 67% 65% #DIV/0!

42,091 26,080 26,204 33,360

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

0173,181162,337157,730169,484

扶助費

0-320,079-326,037-327,928-326,023

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）
維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

その他

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

コスト
削減

保険者(市)が実施する業務

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

現状では、成果が達成できていると思われるため

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

該当者に勧奨通知をしている。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

発送前にデータ等で確認できるようになり、発送業務も委託できればより作業時間を削減できる

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

委託できるところは委託しているが発送に際してのチェックなどは自庁にて行っているため

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

× ×

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

委託できるところは委託しているが発送に際してのチェックなどは自庁にて行っているため

×
維
持

低
下

委託できるところは委託したが、発送のチェックや支払い業務などがある
ため
全部委託することができない。時間がかかるのも、チェックや支払いなの
で、
あまり効果が上がっていない。

向
上

事務事業名

政策名

施策名

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

予算科目
目 事業コード

国保

うち委託料



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
✔  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

№  妥当である ⇒【以下に理由を記入】

№

2 6 1 1 5 0 2 4 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない ⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

0
200

0
0

200

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

0
1

被保険者数

給付金額

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療の法律及び障害者自
立支援法による助成対象者で非課税世帯の国民健康保険被保険者
に保険対象医療費の１０％を負担する事業、
結核は５％(通院のみ）
受給者証交付事務・・・平成１８年度より申請の受付は、しょうがいしゃ
支援課

（事務事業の内容）
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療の法律及び障害者自立支援法による助成対象者で非課税世帯の国
民健康保険被保険者に保険対象医療費の１０％を負担する事業、
結核は５％(通院のみ）
受給者証交付事務・・・平成１８年度より申請の受付は、しょうがいしゃ支援課
①資格・非課税世帯確認　②受給者証交付
支払い事務・・・「国保受給者証」交付対象で、通院先の医療機関が都外にある被保険者に保険対象医療費の５％、
１０％を負担する。　①申請受付　②支払い事務
（予算の内訳）
負担金、補助及び交付金

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

1 1 1
50 50 50

0

200

時間

0
200

0
0
0

50

0250250250250

000

0

00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務

事業の活動量を表す
指標）

人

（決算）
平成23年度

（決算）

20,133

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円 5,808 5,950 6,150 6,180

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

坂本 茂樹

所属課健康福祉部

国民健康保険係

19,653

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

会計
国立市国民健康保険条例、国立市結核・精神医療給付金の支給に関する規則法令根拠

平成15

課長名

款 項

所属部

所属係

単年度繰返

ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

前年度同様

千円

千円

千円

対象指標（対象

の大きさを表す指標）

成果指標（対象

における意図の達成
度を表す指標）

0
0

00000
0250

結核、精神医療給付対象の国民健康保険被保険者

19,829 19,829

250250250

上位成果指標
（結果の達成度を表す
指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

5,808 5,950

結核精神医療給付金支給事業

6,150 6,180
人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

06,1806,1505,9505,808

医療費の支払いが軽減される

受給者証交付事務
①資格・非課税世帯確認　②受給者証交付
支払い事務①申請の受付　②資格等確認　③世帯主に口座振替支払い事務

市民が、より健康な状態になる。
市民が、適切な医療を受けられる。

5,808 5,950 6,150 6,180

0

000

200

00

0

千円

（決算）（Ａ）

✔

6,2006,058 6,400 06,430

4% 4% 4% 4% #DIV/0!

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

06,1806,1505,9505,808

扶助費

0-250-250-250-250

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数

延べ業務時間
嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）
維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金

都支出金

その他

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に役
立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここから
該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要があるか、
民間や受益者ができる事業か？かつ、
行政が行うとした場合、国・都が行う事
業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

東京都の事業であるはずが、市で業務を行っていることが課題

コスト
削減

本来は、東京都の事業であり、事務の移管を要望

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待で
きないのか？

現状では、成果が達成できていると思われるため

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

事業の内容が一部の受益者に偏ってい
て不公平ではないか？受益者負担が公
平・公正になっているか？

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

東京都への事業移管

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確保
余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

「国保受給者証」をシステムで出力するなど、これ以上の事務改善は見込めない

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

× ×

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

「国保受給者証」をシステムで出力するなど、これ以上の事務改善は見込めない

×
維
持

低
下

本来は東京都の事業であり、移管をしていきたい。

向
上

事務事業名

政策名

施策名

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化余
地

予算科目
目 事業コード

国保

うち委託料



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
1  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
2
№
11
会計

後期 0 1 0 1 0 1 4 0 0 0 2 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

-2,860
713

0
0
0

0
550
0
0
0

0
0

-350
0

0

平成26年度 平成27年度 目標年度

78
2

年齢到達件数・各種届出等受領件数

被保険者数

対象者に資格を付与できなかった件数

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成20年4月1日、旧来の老人保健法から高齢者の医療の確保に関
する法律へと法改正がなされたことにより、それまで実施されてきた
老人医療制度から移行する形で事業を開始した。

後期高齢者医療に係る各種届出書、申請書の受付、保険証等の発送及び葬祭費の支払いを行う

各種届出、申請書の受付については
①受付　②内容の確認　③広域連合への通知、専用端末への入力　④通知等の発送（③、④は必要がある場合に
実施）

保険証等については発行の申請を受けた場合もしくは広域連合からデータの還元があった場合に簡易書留にて送
付。

葬祭費については、東京都後期高齢者医療広域連合からの受託業務として、市の窓口にて申請の受付後、支払い
を行う。その後、実績に基づき広域連合に交付金の請求を行う。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

2 2 1
972 972 1,050

390

753

時間

-203
550

0
0

-350

700

03,5005,2504,8604,860

01,4000

1

2 2

390

700
00

千円

時間

人

千円

時間

人

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

件

（決算）
平成23年度
（決算）

1,853

項目

①

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

②

③

④

手段

対象

意図

結果

健康増進課

坂本　茂樹

所属課健康福祉部

後期高齢者医療係

1,742

2 2

平成25年度

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
高齢者の医療の確保に関する法律法令根拠

平成20

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

平成26年度と同様

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

0
0

01,0941,0941,0941,094
05,994

後期高齢者医療被保険者

1,751

6,3445,9545,954

729 729 729 729

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

9,877
4,303

9,499
5,778

後期高齢者医療事務事業

10,212 14,951
2,918 9,614

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

014,95110,2129,4999,877

17,650 18,750 18,400 21,300

低廉な費用で医療を受けるために必要となる保険資格の得喪、所得状況に応じた負
担の軽減を受けるために必要な区分の変更等を行う。

後期高齢者医療に係る各種届出書、申請書の受付、入力、保険証等の発送及び葬祭費の支払

被保険者が各自の所得の状況に応じて適切な負担で医療を受けられるようにする。

7,383 7,541 7,703

0 0 0 0 0

0

18,40018,75017,650

713

021,300

0

人

件

（決算）（Ａ）

✔

34,20333,481 34,956 042,245

17,500 17,850 18,400 21,300

021,30018,40017,85017,500

48% 48% 47% 50% #DIV/0!
0-20,945-16,556-16,353-15,981

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳 維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？
活動指標は概ね一定水準で推移。75歳年齢到達者、死亡者、限度額認定証申請件数がやや減少したことで、数値が減となっているが、対象指標
となる被保険者数は、高齢者数の伸びとともに着実に増加している。一方、事務の遅滞は被保険者に対する医療機会の喪失に繋がりかねないこと
から、今後も適正に事務を行っていく必要がある。

維持 増加

高齢者の医療の確保に関する法律及び東京都後期高齢者医療広域連合規約に基づく事業である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

法令に定められた事務であり、変更の余地はない。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

滞りなく事業が行われていくことが目標であり、今後とも継続されていく必要がある。
法令に基づく事業であり、法改正が行われない限りは事業が見直し・廃止されることはない。

後期高齢者医療システムの更新等に伴うコストの増減はあるものの、それ以外は臨時職員賃金、事務執行のための消耗品費、通知等送付のための
封筒印刷費、役務費となっており、見直し余地が乏しい。業務量は対象者の増に伴い増加してきており、成果維持のためにはコストの増が避けられな
くなる可能性がある。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

事業実施に必要な最低限の物件費であり、削減は難しい。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

維
持

低
下

本事業は高齢者の健康に直結するものであり、適切に実施されなけれ
ばならない。
業務量は増傾向にあるものの、現状は適切に制度の運用がなされてい
る。
75歳以上の国民には原則適用される制度であるものの、制度内容は複
雑で理解しにくい部分があるため、そういった点についての説明を強化
していくことで、高齢者がより円滑に制度を利用できるようにしていく必
要がある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

75歳に到達すれば原則すべての国民の医療保険は後期高齢者医療制度に切り替わること、都道府県ごとに
広域連合が設置され、同一の広域連合内では同一の制度が適用されることから、公平性・公正性は高い。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

対象者の増に伴い、業務量も増傾向にある。削減余地はない。

法令に定められた事務であり、他の手段では代替できない。

×

法令に定められた事務であり、廃止することはできない。
事業が滞った場合、高齢者が適正な医療を受けることができなくなる。

○

うち委託料

向
上



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
1  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
2
№
11
会計

後期 0 1 0 2 0 1 4 0 0 0 3 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標 ✔  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

コストをかければそれだけ成果の増も見込めるものの、滞納額全体としてみると市税等に比べ金額が小さく、費用対効果の面では生み出せるプラス
にも限界がある。徴収一元化を実施し他の事業と処理を同時に行うことで、結果的にコストを薄める等で対応していく必要がある。

法に定められた事務であり廃止はできない。
保険料の徴収を行わなかった場合、後期高齢者医療制度が維持できない。

○

うち委託料

収納課に徴収事務を一元化することで、市税等でのノウハウを活かした事業を行っていくことができる。反面、収
納課においてある程度制度を理解する必要があること、システムの追加・増設等の必要が生じること等新たな負
担が見込まれる一方、後期高齢者医療係での人件費削減は難しいことから、短期的には大きな成果につながら
ない可能性もある。

向
上

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

保険料額や前年度所得情報を扱うため、外部委託は難しい。対応が必要となるケースは対象者の増に伴い
増加傾向にあり、現状でも十分対応が行き届いていないことから、成果を下げずに削減することはできない。

市税等との徴収を一元化し、収納課の徴収ノウハウを活用することで収納率を向上させる余地がある。

×
維
持

低
下

きめ細やかな対応を行うことでより大きな成果を出せる余地はあるもの
の、現状は対応が追い付いていない。後期高齢者医療制度の公平性を
保つうえでも、事業の統合・連携や効率化を進めていく必要がある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

前年度所得に応じ東京都内で均一な条件で賦課決定されたものを徴収しており、公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

法に定められた事業であり、廃止となることはない。
目標としては未納・滞納ゼロを目指していく。

高齢者の増に伴い、滞納となるケースも増加していった場合、現状の体制では十分な対応ができなくなる可能性がある。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

現在の事業費は通知用の印刷製本費、郵送費等である。よりわかりやすい通知を送る等で送付する件数を減
らす余地はあるが、大幅な減は難しい。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

高齢者の医療の確保に関する法律第104条第1項に、市町村が行うことと定められている事務である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

被保険者に対する保険料制度の周知、未納者に対する督促や催告を強化することで、収納率を向上させる
余地はあると考える。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？
保険料率の上昇により、年金からの特別徴収ができなくなる被保険者が増加している。普通徴収となることで意図しない納付忘れ等が生じやすくな
り、滞納となるケースも増加している。意図しない滞納は適切な通知を送ることで解消可能であり、そういった対応をきめ細やかに行っていく必要が
ある。

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

0-6,129-5,700-4,711-4,576

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!

06,1295,700

✔

4,7114,576

人

千円

件

%

%

（決算）（Ａ）

0
0

000

-11

00

42.06 47.8741.61

745,596 757,886 829,873

99.11 99.21 99.35

7,383 7,541 7,703

保険料を徴収することによって後期高齢者医療制度を円滑に運用し、被保険者が安
心して医療を受けられるようにする。

1,878 1,757 1,653

後期高齢者医療保険料額決定(変更)通知書、納付書の発送。保険料の徴収及び督促状等の発送。

病気になっても安心して暮らしていけるまちをつくる

02,1791,5501,5611,426

後期高齢者医療保険徴収事務事業

1,550 2,179
人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

1,426 1,561

100 100 100 100

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

150150
03,950

後期高齢者医療被保険者

9,618

4,1503,1503,150
0
0

0150150

平成26年度と同様

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
高齢者の医療の確保に関する法律 他法令根拠

平成20

健康増進課

坂本　茂樹

所属課健康福祉部

後期高齢者医療係

8,469

1 1

平成25年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

件

（決算）
平成23年度
（決算）

8,432

項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

時間

人

千円

時間

人

00
1 1

1,000

400
08000

1
03,0004,0003,0003,000

600時間

-989
0

0
0
0

2 2 1
600 600 800

1,000

989

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

平成20年4月1日、旧来の老人保健法から高齢者の医療の確保に関
する法律へと法改正がなされたことにより、それまで実施されてきた
老人医療制度から移行する形で事業を開始した。

後期高齢者医療保険料についての通知、納付書の発行、保険料の徴収及び督促状等の発送。

被保険者の資格取得状況及び前年度所得等に応じて、東京都後期高齢者医療広域連合が保険料の賦課決定を
行う。
その内容に従い、各被保険者に保険料を通知、必要に応じて納付書等を発送し、保険料の徴収を行うもの。
また、未納者に対して督促状、催告状の発送等を通じて納付を促していく。

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

通知書、納付書の発送件数

督促状発送件数

被保険者数

保険料現年分調定額

保険料現年分収納率

保険料滞納繰越分収納率

平成26年度 平成27年度 目標年度

200
2

0
0
0
0

0
0

-11

0
0
0

0
0
0
0
0



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
1  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
2
№
11
会計
後期 0 3 0 1 0 1 4 0 0 0 5 0 0

 単年度のみ 期間限定複数年度 ✔  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ）  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO） ✔  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動） ✔  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動）  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか） ✔  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
 事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

人間ドック助成は都の補助があるものの、当然市の持ち出し部分もある。
実施してすぐに健康増進に寄与したかどうかがわかるようなものでもないため、実施に当たっては適切な形で費用対効果を見極める必要がある。

毎年検診を廃止した場合、高齢者が自分の体調の変化に気付く機会の喪失に繋がる。
自覚症状が出る前に変化に気付けることにより、適切な予防策をとることができ、
その結果高齢者の健康に繋げることができる。

○

うち委託料

受診率向上のための施策を講じていく。
人間ドック助成の実施等、付加価値をつけていくことも検討していく。

向
上

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

人件費は健診通知の送付、委託料の支払い事務に係るもの等最低限のものである。

健診自体は、東京都後期高齢者医療広域連合より委託を受けており、実施していく必要がある。
他市の一部で実施している人間ドック助成を行うことにより、より精密な検査を行うことが可能である。

×
維
持

低
下

高齢者の健康維持に寄与するためには、健診受診率をもっと向上させ
ていく必要がある。
市報等を通じた受診勧奨は今後も強化していくべきと考えるが、自費で
人間ドックを受診している者等、定期的に自身で健診を受診しているも
のについては現状把握できていない。
実態やニーズについては今後調査を行う必要がある。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

長期入院中や施設入所者については対象外として受診券の送付を行っていないが、これらの者は施設、病
院において体調の管理がなされており、受診の必要は小さい。その他の市内在住の被保険者に対しては全
員が対象となっており、公平である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

体調不良等により外出が難しい等、受診したくてもできない被保険者は一定数いると思われる。
受診率100％は現実的ではないが、それに近い数値になるよう努力していく。
事業自体は法令の要請によるもののため、廃止の予定はない。

事業自体は現在ほぼ最低限の費用、労力で実施されている。被保険者に自己負担を課すことは、成果の低下を招く可能性が高いことからあまり現実
的ではない。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

本来は被保険者の自己負担となる部分(1回あたり500円)については、市の持ち出しで実施している。
この部分については持ち出しを廃止することもできる。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

高齢者の医療の確保に関する法律、東京都後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例及び
東京都後期高齢者医療広域連合健診事業実施要綱に基づく事業である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

現状の受診率は50％前後で推移しており、まだ向上の余地がある。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？
健診受診率が50%程度とあまり高くなく、受診勧奨等でさらに成果を上げていく必要がある。74歳までは国民健康保険で受けられた人間ドック助成
が後期高齢者医療保険になると受けられなくなることについては苦情も多く、また健診は人間ドックに比べて受診項目が少ないことから、効果を疑
問視して受診しない人もいる。費用対効果を勘案し、実施について検討していく必要がある。

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

0-29,614-24,574-22,148-21,156

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

015,94717,80116,86116,329

56% 57% 58% 65% #DIV/0!

15,94716,329 16,861 17,801

045,56142,375

✔

39,00937,485

人

件

%

（決算）（Ａ）

0
0

000

2,291

00

50.46 51.4849.55

3,701 3,849 3,970

7,383 7,541 7,703

被保険者に健診を受けてもらう

後期高齢者医療被保険者に対する健康診査の実施

高齢者の健康づくりの推進、医療費の抑制

043,51140,47538,18436,660

後期高齢者医療保健事業

40,475 43,511
39,717 42,425

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

36,660
35,900

38,184
37,356

50 50 100 100

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

7575
02,050

後期高齢者医療被保険者

7,711

1,900825825
75
50

0150150

平成26年度と同様

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
高齢者の医療の確保に関する法律法令根拠

平成20

健康増進課

坂本　茂樹

所属課健康福祉部

後期高齢者医療係

7,628

1 1

平成25年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

件

（決算）
平成23年度
（決算）

7,469

項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

時間

人

千円

時間

人

00
1 1

1,075

200
04000

1
01,5001,750750750

300時間

-2,426
940

0
0
0

1 1 1
150 150 350

1,000

3,366

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

高齢者の医療の確保に関する法律、東京都後期高齢者医療広域
連合後期高齢者医療に関する条例及び東京都後期高齢者医療広
域連合健診事業実施要綱に基づき、東京都後期高齢者医療広域
連合より委託を受けて事業を実施している。

広域連合から委託を受け、後期高齢医療被保険者に対する生活習慣病に特化した健康診査を実施する。

①対象者リスト作成　②受診券送付　③検診実施委託料の支払い
被保険者を誕生日によって4つに区分（4～6月生まれ、7～9月生まれ、10～12月生まれ、1～3月生まれ）
それぞれ4月、6月、9月、11月に健診受診の案内と受診券を送付し、受診を促す。
実施された健診に対し、委託料を支払う。

予算内訳　需用費（消耗品費、印刷製本費）　役務費（通信運搬費）　委託料

事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

後期高齢毎年検診受診券発行数

後期高齢者医療被保険者数

後期高齢毎年検診受診者数

後期高齢毎年検診受診率

平成26年度 平成27年度 目標年度

200
2

0
0
0
0

0
2,361
2,291

0
0
0

0
0
0
0

940



別紙１

№ ２　評価の部（CHECK）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
4  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
№ ✔  妥当である ⇒【以下に理由を記入】
2
№
11
会計

後期 0 3 0 1 0 1 4 0 0 0 4 0 0
 単年度のみ 期間限定複数年度  向上余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

└ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ┴ → （ 年度 ～ 年度 ） ✔  向上余地がない ⇒【以下に理由を記入】

 影響無 ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  影響有 ⇒【その内容】

１　現状把握の部（PLAN) (DO）  他に手段がある （具体的な手段，事務事業）
(1) 事務事業の目的と指標  統廃合・連携ができる ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
① 手段（主な活動）  統廃合・連携ができない ⇒【以下に理由を記入】
平成26年度の実績（平成26年度に行った主な活動） ✔  他に手段がない ⇒【以下に理由を記入】

平成27年度の事業計画（平成27年度に計画している主な活動）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）  事業費削減（歳入確保）余地がある⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
✔  事業費削減（歳入確保）余地がない⇒【以下に理由を記入】

④ 結果（どんな結果に結び付けるのか）

 削減余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映
(2)各指標等の推移 ✔  削減余地がない ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア  見直し余地がある ⇒【以下に理由を記入】 ⇒３ 改革・改善方向の部に反映

イ ✔  公平・公正である ⇒【以下に理由を記入】

ア

イ

ア

イ

(3)事務事業コストの推移

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(ACTION）
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

(6) ＜目標達成基準，見直し・廃止基準＞この事業はどのような状態となれば目標が達成されたことになりますか。また、見直し・廃止となりますか？

東京都後期高齢者医療広域連合の活動に支障が生じる。
高齢者の医療制度が維持できなくなる。

○

うち委託料

向
上

事務事業名

政策名

施策名

× ×

予算科目

やり方を工夫して延べ業務時間を削減
できないか？成果を下げずにより正職
員以外の職員や委託でできないか？
（アウトソーシングなど）

負担金支払い事務に係る必要最低限の人件費である。

法令に定められており、統廃合・連携の余地はない。

×
維
持

低
下

裁量性のある事業ではないが、本事業を行うことで東京都の高齢者医
療制度維持に貢献している。

(4) 改革・改善による期待成果

公
平
性
評
価

⑦ 受益機会・費用負担の適正化
余地

事業の内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負担
が公平・公正になっているか？

東京都後期高齢者医療広域連合の事業は都内の75歳以上(65歳以上で一定の障害がある方を含む)の高齢
者すべてを対象としており、公平・公正である。

事務事業コスト、効率性評価、公平性評価から見たこの事務事業の課題は？

現行の制度が存続する限りは事業が継続される必要がある。
今後の制度改革がどのようになっていくのかを注視していく必要がある。

医療費等の増に伴い、負担金額も増傾向にある。
事務自体は今後とも円滑に進められる必要がある。

効
率
性
評
価

⑤ 事業費の削減余地・歳入の確
保余地
成果を下げずに事業費を削減できない
か？（仕様や工法の適正化、住民の協
力など）
さらなる歳入を確保できないか？

負担金額は法令により定められており、独自に削減する余地はない。

⑥ 人件費（延べ業務時間）の削減
余地

コスト
削減

高齢者の医療の確保に関する法律その他に規定された事業である。

有
効
性
評
価

② 成果の向上余地

成果を向上させる余地はあるか？成果
の現状水準とあるべき水準との差異は
ないか？何が原因で成果向上が期待
できないのか？

支払内容は法令により定められている。

④ 類似事業との統廃合・連携の可
能性
目的を達成するには，この事務事業以
外他に方法はないか？類似事業との統
廃合ができるか？類似事業との連携を
図ることにより、成果の向上が期待でき
るか？

③ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影響
の有無とその内容は？（そもそも、この
事業は、施策の目的や公益の増進に
役立っているか？)

←実施計画上の重点施
策

重点施策に該当する場合、ここか
ら該当項目を選択してください 公

共
関
与
性
評
価

① 公共関与の妥当性

なぜこの事業を行政が行わなければな
らないのか？税金を使う必要がある
か、民間や受益者ができる事業か？か
つ、行政が行うとした場合、国・都が行
う事業か、それとも市が行う事業か？

活動指標・対象指標・成果指標の推移、公共関与性評価、有効性評価から見たこの事務事業の課題は？

法令に規定された事業であり、今後とも粛々と実施される必要がある。

維持 増加

収支差額（K）=(J)-(I)
一般財源投入割合

繰入金
使用料及び手数料
分担金及び負担金
都支出金

維持補修費

収
入
内
訳

収入計（J）

国庫支出金

その他

支出計（Ｉ）=(F)+(G)+(H)

物に係るコスト

物に係るコスト計（Ｇ）

再任用職員人件費計（Ｄ）
嘱託職員従事人数
延べ業務時間

嘱託職員人件費計（Ｅ）

物件費

事業コード

事業期間

支
出
内
訳

移転支出的なコスト

移転支出的なコスト計（Ｈ）

その他
その他

扶助費

0-1,459,359-1,415,527-1,313,876-1,299,920

人に係るコスト

補助費等
繰出金
その他

再任用職員従事人数

00000

100% 100% 100% 100% #DIV/0!

01,459,3591,415,527

✔

1,313,8761,299,920

（決算）（Ａ）

0
0

1,414,3771,312,0761,298,120

0

01,458,859

負担金の支払いにより、東京都後期高齢者医療広域連合が適切に事業を行うことが
できるようにする。

東京都後期高齢者医療広域連合に対する各種負担金の支払い。

高齢者が安心して適正な医療が受けられる。

1,298,120 1,312,076 1,414,377 1,458,859

00000

東京都後期高齢者医療広域連合参画事業

人に係るコスト計（Ｆ）

正規職員人件費計（Ｃ）

上位成果指標
（結果の達成度を表
す指標）

（決算）（決算）

延べ業務時間

00
0500

東京都後期高齢者医療広域連合

1,414,377 1,458,859

1,1501,8001,800
0
0

000

平成26年度と同様。

千円

千円

千円

対象指標（対象
の大きさを表す指標）

成果指標（対象
における意図の達成
度を表す指標）

課長名

項 目

所属部

所属係

単年度繰返

2 ひとが生きる、暮らす

施策11　健康づくりの推進

事務事業マネジメントシート （兼　事務事業コスト計算書）

款
高齢者の医療の確保に関する法律法令根拠

平成20

健康増進課

坂本　茂樹

所属課健康福祉部

後期高齢者医療係

1,312,076

平成25年度

②

③

④

手段

対象

意図

結果

千円

千円

千円

千円

千円

千円

％

千円

千円

千円

千円

活動指標（事務
事業の活動量を表す
指標）

千円

（決算）
平成23年度
（決算）

1,298,120

項目

①

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（決算）（Ａ）
平成24年度

千円

正規職員従事人数
延べ業務時間

項目

人

千円

時間

人

千円

時間

人

00

-650

000

05001,1501,8001,800

100時間

-101,651
0

0
0

102,301

1 1 1
360 360 230

-650

101,651

平成27年度
（当初予算)

平成26年度
（決算見込み)（Ｂ）

（Ｂ）-（Ａ）（目標値)（当初予算)（決算見込み)（Ｂ）

平成20年度に東京都後期高齢者医療広域連合が発足したことに伴
い、地方自治法第291条の9、高齢者の医療の確保に関する法律第
98条及び東京都後期高齢者医療広域連合規約第18条に基づき支
払いを行っている。

東京都後期高齢者医療広域連合に対する各種負担金の支払いを行うもの。
事務事業の概要（事業の具体的な手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述） この事業を開始した経緯（いつ、どのような経緯で開始したか）

成
果

差額
（Ｂ）-（Ａ）

目標年度
（目標値)

名称 単位

差額
単位

平成23年度 平成24年度 平成25年度

負担金支払額

平成26年度 平成27年度 目標年度

-130
1

0
0

102,301
0

0
0
0

0
0
0

0
0
0
0
0


